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出典：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」 
（平成 26 年 8 月、宇和島市） 

図 5.6.1-2 猛禽類以外の項目に係る調査地点位置図（環境影響評価時）

Ｄ1：人工裸地 

（環境影響評価時：水路）

Ｄ2：水田 Ｄ3：改変区域内の裸地 Ｄ4：ため池 

Ｄ5：放棄水田 Ｄ6：落葉広葉樹林林縁 Ｄ7：落葉広葉樹林林内 
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5.6.2 調査結果 

(1) 上位性の調査結果 

表 5.6.2-1 サシバとハヤブサに係る調査結果 

1) サシバ 

 サシバは、環境影響評価時において事業地から北西に稜線を一つ越えた約 800ｍの樹

林地に営巣地が確認されており、事業地を含む谷部の樹林地では確認されなかった。 

工事中の事後調査において、環境影響評価時の営巣地及び事業地周辺での利用は

確認されなかった。 

 しかし、事業地から北西へ約 1,500ｍ離れた樹林内で平成 28 年度と平成 29 年度

で営巣しているのが確認され、平成 29 年度には雛の存在が確認された。 

 本種は、事業地が存在する谷地形部（採餌場がない）の樹林環境を利用すること

はなく、事後調査時に確認された地域を利用するものと考える。 

2) ハヤブサ 

ハヤブサは、環境影響評価調査時に事業地から北東へ約 300ｍ離れた採石場の崖

地において、営巣が確認された。 

工事中の事後調査において本種の飛翔が確認されたものの、当該営巣地の利用・

繁殖は確認されなかった。 

 調査時は砕石場が稼働しており、営巣棚の上部（約 5～6ｍ）と下部の作業用道路

をトラクターショベルやダンプトラックが走行しており、その車両の走行音・振動

が影響しているものと考えられた。なお、事業地内で造成工事や本体工事が実施さ

れていたが、事業地から発生する騒音は、採石場から発生する騒音に比べて小さい

ものである。 

2015/1/29

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 54例 北西約800ｍの樹林 営巣木確認、繁殖失敗

平成26年度
（3月）

確認なし 過年度営巣地等 個体確認なし

平成27年度 5例 過年度営巣地等
個体確認したが、繁殖
なし

平成28年度 24例
事業地北西
約1.5㎞の樹林

営巣木確認
繁殖未確認

平成29年度
(4～10月)

36例
事業地北西
約1.5㎞の樹林

営巣木確認
繁殖確認（雛目撃）

環境影響評価時 平成24年度 49例
北東約300ｍの採石
場崖地

営巣地確認、繁殖失敗

平成26年度
（3月）

確認なし 過年度営巣地 利用、繁殖なし

平成27年度 1例 過年度営巣地 利用、繁殖なし

平成28年度 5例 過年度営巣地 利用、繁殖なし

平成29年度
(4～10月)

1例 過年度営巣地 利用、繁殖なし

環境影響評価段階 調査時期
確認状況

調査対象種

猛禽類

サシバ

ハヤブサ
事後調査

（工事中）

事後調査
（工事中）
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(2) 典型性 

1) カヤネズミ 

カヤネズミは、環境影響評価時において事業地内外のススキやチガヤ等の高茎草

本植物に多くの球巣を作っているのが確認されている。 

工事中の事後調査において、事業地外の西側谷部や東側谷部の草地及びため池脇

の事業地内の草地において、古巣を数個～10 個程度を確認している（表 5.6.2-2 参

照）。 

事業地内の造成に伴い生息環境の一部が消失したが、事業地内の残存草地や事業

地外の草地環境において生息環境は維持されているものと考える。 

表 5.6.2-2 カヤネズミの調査結果 

2) シュレーゲルアオガエル 

シュレーゲルアオガエルは、環境影響評価時に、事業地内外の水路、湿地やため

池で多くの個体が確認されている。 

造成工事に伴い生息環境の消失及び生息個体への影響が考えられることから、造

成前の平成 27 年 5 月において、造成地の湿地環境に確認された個体や卵塊を影響の

ないため池及びその周辺に移植した。 

工事中の事後調査では、事業地内の湿地環境の消失や水路の付替に伴い生息環境

が減少したが、事業地外の湿地、ため池において生息環境は維持され、多くの個体

が確認されている（表 5.6.2-3 参照）。また、事業地内の水路や残存する草地内の湿

地部にも、本種の生息が確認されていることから、事業による影響は小さいものと

考える。 

表 5.6.2-3 シュレーゲルアオガエルの調査結果 

2016/5/13

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 42巣 改変地、非改変地

1巣 事業地内

8巣 事業地外

2箇所、2巣 事業地内

5箇所、8巣 事業地外

平成29年度
(4～10月)

4箇所、7巣 事業地外

平成27年度

平成28年度

カヤネズミ
事後調査
（工事中）

調査対象種 環境影響評価段階 調査時期
確認状況

哺乳類

　ススキやオギの多年
生草本の草地がまと
まって存在する場所に
本種の巣が確認されて
いる。

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 多数
改変地、非改変地
の水路、湿地、た
め池

7箇所、約40個体 事業地内

4箇所、約40個体 事業地外

4箇所、約45個体 事業地内

5箇所、約50個体 事業地外

平成29年度
(4～10月)

9箇所、69個体
事業地内調整地、
事 業 地 外の た め
池、湿地等

平成28年度

平成27年度
5月：保護移動
 37個体、
 卵塊30～40個両生類

シュレーゲル
　アオガエル

事後調査
（工事中） 　湿地等の水溜まりが

存在する箇所に普通に
確認される。

調査対象種 環境影響評価段階 調査時期
確認状況
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3) トンボ群集 

トンボ群集は、環境影響評価時（環境別のラインセンサス調査）において 23 種

184 個体が確認されている。多くの個体が確認されている環境は、ため池（D4：15

種 89 個体）、放棄水田（D5：6 種 60 個体）であった（図 5.6.2-1 参照）。 

造成に伴い事業地内の放棄水田が消失したため、主要な生息環境はため池と事業

地西側の谷部の放棄水田となり、事後調査では平成 27 年度は 11 種 68 個体、平成

28 年度は 7 種 23 個体と種数及び個体数とも減少した。 

ため池の優占種は表 5.6.2-4 に示すとおり、環境影響評価時は、ホソミオツネン

トンボ、クロイトトンボ、ヒメアカネであったが、事後調査では優占種がオオシオ

カラトンボやキイトトンボに変化したほか、種数・個体数の減少傾向が認められた

（図 5.6.2-1 参照）。 

事業地内外のトンボ群集の生息環境と確認された種数・個体数をみると、種数・

個体数が多いのは「ため池、放棄水田」であり、環境影響評価時以降その傾向は変

わらなかった。 

              表 5.6.2-4 ため池の優占種 
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個
体
数

種
数

事前調査-種数
工事中調査(H27)-種数
工事中調査(H28)-種数
工事中調査(H29)-種数
事前調査-個体数
工事中調査(H27)-個体数
工事中調査(H28)-個体数
工事中調査(H29)-個体数

図 5.6.2-1 トンボ群集の環境別確認状況 

(注)事前調査とは、環境影響評価時をいう。

種数個体数
(全体)

種数個体数
(ため池)

優占種
(ため池)

環境影響評価時 平成24年度 23種184個体 15種89個体

優占種
・ホソミオツネントンボ
・クロイトトンボ
・ヒメアカネ

平成27年度 11種68個体 10種24個体

優占種
・クロイトトンボ
・オオシオカラトンボ
・キイトトンボ

平成28年度 7種23個体 6種15個体
優占種
・オオシオカラトンボ
・キイトトンボ

平成29年度
(4～10月)

10種39個体 5種21個体
優占種
・オオシオカラトンボ
・キイトトンボ

確認状況

トンボ群集

事後調査
（工事中）

調査対象種 環境影響評価段階 調査時期
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(3) 特殊性（ため池の水生生物群集） 

環境影響評価時に、事業地外のため池の水生生物として、ミズオオバコ、サガミト

リゲモ等の重要種または注目種が確認されている。工事中の事後調査の結果、植物（ミ

ズオオバコ、サガミトリゲモ）以外のすべての種の生息が確認された（表 5.6.2-5 参

照） 
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表 5.6.2-5 ため池の水生生物群集に係る経年変化 

種数個体数 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 多数

平成27年度 7個体

平成28年度 6個体

平成29年度
(4～10月)

確認なし

環境影響評価時 平成24年度 比較的多数

平成27年度 0.09ｍ2

平成28年度 確認なし

平成29年
(4～10月)

確認なし

環境影響評価時 平成24年度 多数

平成27年度
5月約20個体
7月約30個体

平成28年度
5月15個体
7月20個体

平成29年度
(4～10月)

5月15個体
7月10個体

環境影響評価時 平成24年度 初夏5個体

平成27年度
5月約10個体
7月5個体

平成28年度
5月1個体
7月4個体

平成29年度
(4～10月)

5月2個体
7月1個体

環境影響評価時 平成24年度 16～20個体

平成27年度 7月約35個体

平成28年度
5月20個体
7月10個体

平成29年度
(4～10月)

5月3個体
7月1個体

環境影響評価時 平成24年度 2例（1個体）

平成27年度 確認なし

平成28年度 5月1個体

平成29年度
(4～10月)

5月1個体

環境影響評価時 平成24年度 1個体

平成27年度
5月7個体
7月2個体

平成28年度 7月1個体

平成29年度
(4～10月)

7月2個体

環境影響評価時 平成24年度 2個体

平成27年度 確認なし

平成28年度 5月4個体

平成29年度
(4～10月)

5月2個体

環境影響評価時 平成24年度 1個体

平成27年度
5月2個体
7月約20個体

平成28年度
5月5個体
7月3個体

平成29年度
(4～10月)

5月3個体
8月3個体

環境影響評価時 平成24年度 1個体

平成27年度
5月約40個体
7月約20個体

平成28年度
5月15個体
7月5個体

平成29年度
(4～10月)

5月3個体

環境影響評価時 平成24年度
8月1個体
10月1個体

平成27年度
5月2個体
7月2個体

平成28年度
5月2個体
7月1個体

平成29年度
(4～10月)

5月2個体
8月1個体

環境影響評価段階 調査時期
確認状況

　本種は、環境影響評
価時以後にため池で経
年的に確認されている
が、個体数は多くな
い。

た
め
池
の
水
生
生
物
群
集

ミズオオバコ

平成29年度には、池
水位の低下により過去
確認された場所にヒメ
ガマ等の侵入が見られ
た。

事後調査
（工事中）

サガミトリゲモ

　ため池のほとりで比
較的水深の浅い箇所に
生育していた本種は、
水位の低下や水生植物
の侵入に伴い生育環境
の悪化が見られた。

事後調査
（工事中）

本種は、ため池で経
年的に確認されている
ほか、周辺の湿地、水
のたまり場で確認され
る。

事後調査
（工事中）

アカハライモリ
本種はため池のほ

か、水路・河川におい
て普通に見られる。

事後調査
（工事中）

トノサマガエル
本種は、ため池で経

年的に確認されてい
る。

事後調査
（工事中）

シュレーゲル
　アオガエル

事後調査
（工事中）

ヨツボシトンボ

　本種は、ため池で概
ね経年的に確認されて
いるが、個体数は少な
い。

事後調査
（工事中）

ニホンイシガメ
本種は、ため池で経

年的に1個体が確認さ
れている。

事後調査
（工事中）

ガムシ
事後調査

（工事中）

植
物

調査対象種

両
生
類

爬
虫
類

昆
虫
類

マルチビ
　ゲンゴロウ

　本種は、ため池で経
年的に確認されてお
り、環境影響評価時よ
り個体数は多く確認さ
れている。

事後調査
（工事中）

ミズスマシ

　本種は、ため池で経
年的に確認されてお
り、環境影響評価時以
後に確認個体数が増え
たものの、平成29年で
は減少した。

事後調査
（工事中）

マルタンヤンマ
　本種は、ため池で経
年的に確認されている
が、個体数は少ない。
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第 6章 供用時（施設の稼働）の事後調査結果 

6.1 大気質 

6.1.1 調査概要 

表 6.1.1-1 調査概要 

項 目 調査項目 調査時期 調査地点 調査方法 

一般環境 

大気質 

二酸化硫黄、浮游粒子

状物質、窒素酸化物、

ダイオキシン類、塩化

水素 
冬季、春季、 

夏季、秋季 

No.2 保田地区  

（特別養護老人ホーム光来園） 

No.3 柿の木地区 

（柿の木ポンプ場） 

No.4 三浦東地区 

（宇和島市立三浦保育園） 

No.5 津島地区 

（愛媛県立津島高等学校） 

・窒素酸化物、浮游粒子状

物質、二酸化硫黄…自動

測定器による 1時間値の

算出 

・ダイオキシン類…1 週間

連続吸引による試料採

取（1 検体/季） 

・塩化水素…24 時間連続吸

引による試料採取（7 検

体/季） 

排ガス 

ばいじん、硫黄酸化

物、窒素酸化物、塩化

水素、水銀※、ダイオ

キシン類、排ガス量

（湿り、乾き） 

施設煙道（採取口） 

2 箇所（1 箇所/炉） 

日本工業規格に定める排

ガスの測定方法による。 

※改正大気汚染防止法（施行 平成30年4月1日）に基づき、廃棄物焼却炉等の施設に対して「排出基準に水銀」

が追加され、排ガス量4万ｍ3未満の場合は1回/6ヶ月の調査頻度となった。このため、排ガスの調査項目に

水銀を追加した。また、当該施設の排ガス量は34,000ｍ3のため、2回/年の調査とした。
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図 6.1.1-1 大気質・排ガス調査地点位置図

（注）本図は、「宇和島地区広域熱回収施設
等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」
（平成 26 年 8 月、宇和島市）より引用 

事業地 

調査地点 

排ガス調査 
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6.1.2 調査結果及び評価 

(1) 大気質（一般環境） 

1) 環境保全目標との整合性 

ア．二酸化硫黄 …表 6.1.2-1 参照 

二酸化硫黄に係る4地区の四季調査結果を総括すると、期間平均値は0.001ppm、

日平均値の最高値は 0.002～0.003ppm、1 時間値の最高値は 0.003～0.007ppm であ

った。 

施設稼働時の二酸化硫黄濃度は、環境保全目標（環境基準）を満足する。  

イ．浮遊粒子状物質 …表 6.1.2-1 参照

浮遊粒子状物質に係る4地区の四季調査結果を総括すると、期間平均値は0.017

～0.019 mg/m3、日平均値の最高値は 0.055～0.063mg/m3、1時間値の最高値が 0.083

～0.097mg/m3であった。 

施設稼働時の浮遊粒子状物質濃度は、環境保全目標（環境基準）を満足する。   

ウ．二酸化窒素 …表 6.1.2-1 参照

二酸化窒素に係る 4 地区の四季調査結果を総括すると、期間平均値は 0.002～

0.004ppm、日平均値の最高値は 0.004～0.006ppm であった。 

施設稼働時の二酸化窒素濃度は、環境保全目標（環境基準）を満足する。 

エ．ダイオキシン類 …表 6.1.2-2 参照

ダイオキシン類に係る 4 地区の四季調査結果を総括すると、年平均値は 0.0062

～0.0070pg-TEQ/m3（冬～夏季）であった。 

施設稼働時のダイオキシン類濃度は、環境保全目標（環境基準）を満足する。  

オ．塩化水素 …表 6.1.2-3 参照

塩化水素に係る 4 地区の冬季と夏季の調査結果を総括すると、0.002ppm 未満で

あった。 

施設稼働時の塩化水素濃度は、環境保全目標（目標環境濃度）を満足する。 
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表 6.1.2-1 一般環境の大気質と環境基準との比較 

（二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、二酸化窒素） 

表 6.1.2-2 一般環境の大気質と環境基準との比較（ダイオキシン類）

表 6.1.2-3 一般環境の大気質と環境基準との比較（塩化水素）

【ダイオキシン類】

冬季 春季 夏季 秋季 平均値

0.0076 0.0063 0.0064 0.0076 0.0070

0.0069 0.0061 0.0047 0.0069 0.0062

0.0070 0.0062 0.0052 0.0070 0.0064

0.0075 0.0061 0.0048 0.0075 0.0065

（注）

調査地点
ダイオキシン類　供用時の調査結果　(pg-TEQ/m3）

環境基準

保田地区
（光来園）

0.6

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

環境基準：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を
　　　　　　含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準」
　　　　　　（平成11年12月27日、環境庁告示第68号）

【塩化水素】

冬季 春季 夏季 秋季 平均値

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満

（注） 目標環境濃度：「環境庁大気保全局長通達」（昭和52年6月16日、環大規第136号）

調査地点
供用時の調査結果　(ppm） 目　　標

環境濃度

保田地区
（光来園）

0.02

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

冬　季 0.001 0.005 0.002 0.010 0.058 0.020 0.004 0.016 0.005

春　季 0.001 0.007 0.003 0.027 0.083 0.055 0.004 0.016 0.006

夏　季 0.001 0.003 0.002 0.014 0.038 0.022 0.002 0.005 0.003

秋　季 0.001 0.002 0.001 0.018 0.068 0.022 0.004 0.011 0.006

平均/最高値 0.001 0.007 0.003 0.017 0.083 0.055 0.004 0.016 0.006

冬　季 0.001 0.002 0.002 0.010 0.053 0.021 0.003 0.021 0.005

春　季 0.002 0.007 0.002 0.029 0.089 0.061 0.003 0.014 0.005

夏　季 0.001 0.002 0.001 0.017 0.046 0.027 0.002 0.004 0.002

秋　季 0.001 0.002 0.001 0.017 0.031 0.021 0.003 0.012 0.005

平均/最高値 0.001 0.007 0.002 0.018 0.089 0.061 0.003 0.021 0.005

冬　季 0.001 0.003 0.002 0.011 0.066 0.023 0.003 0.005 0.004

春　季 0.001 0.004 0.002 0.029 0.087 0.063 0.003 0.014 0.005

夏　季 0.000 0.003 0.001 0.017 0.051 0.027 0.001 0.009 0.002

秋　季 0.000 0.002 0.000 0.019 0.036 0.024 0.003 0.010 0.003

平均/最高値 0.001 0.004 0.002 0.019 0.087 0.063 0.003 0.014 0.005

冬　季 0.001 0.003 0.002 0.010 0.039 0.019 0.003 0.005 0.003

春　季 0.001 0.003 0.002 0.030 0.097 0.060 0.003 0.007 0.004

夏　季 0.001 0.002 0.001 0.017 0.046 0.026 0.001 0.002 0.001

秋　季 0.001 0.001 0.001 0.014 0.029 0.017 0.002 0.005 0.003

平均/最高値 0.001 0.003 0.002 0.018 0.097 0.060 0.002 0.007 0.004

－ 0.1 0.04 － 0.20 0.10 － － 0.06

(注) 環境基準： 「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日、環境庁告示第25号)

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和53年7月11日、環境庁告示第38号）

保田地区
（光来園）

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

三浦東地区
(三浦保育園)

調査地点 調査時期

環境基準

高田地区
（津島高等学校）

浮遊粒子状物質(mg/m3) 二酸化窒素(ppm)二酸化硫黄(ppm)
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2) 環境影響評価時との整合性 

ア．二酸化硫黄 …表 6.1.2-4 参照 

供用時について、調査結果の期間平均値は 0.001ppm、日平均値の最高値は 0.002

～0.003ppm であった。 

一方、環境影響評価時について、調査結果の期間平均値は 0.002～0.006ppm、

日平均値の最高値は 0.005～0.010ppm であり、予測結果の年平均値は 0.002～

0.006ppm、日平均値の 2％除外値は 0.006～0.015ppm であった。 

供用時の二酸化硫黄濃度は、環境影響評価時の調査結果及び予測結果以下であ

った。 

イ．浮遊粒子状物質 …表 6.1.2-5 参照

供用時について、調査結果の期間平均値は 0.017～0.019mg/m3、日平均値の最

高値は 0.055～0.063mg/m3であった。 

一方、環境影響評価時について、調査結果の期間平均値は 0.013～0.016mg/m3、

日平均値の最高値は 0.024～0.032mg/m3 であり、予測結果の年平均値は 0.013～

0.016mg/m3、日平均値の 2％除外値は 0.033～0.040mg/m3であった。 

供用時の浮遊粒子状物質濃度は、環境影響評価時の調査結果より若干高めであ

ったが、これは供用時の春季の調査結果が黄砂等の影響に起因して高かったこと

によるものと推察され、他の調査時期は環境影響評価時とほとんど変わらない結

果である。 

ウ．二酸化窒素 …表 6.1.2-6 参照

供用時について、調査結果の期間平均値は 0.002～0.004ppm、日平均値の最高

値は 0.004～0.006ppm であった。 

一方、環境影響評価時について、調査結果の期間平均値は 0.002～0.005ppm、

日平均値の最高値は 0.004～0.010ppm であり、予測結果の年平均値は 0.003～

0.007ppm、日平均値の 2％除外値は 0.008～0.013ppm であった。 

供用時の二酸化窒素濃度は、環境影響評価時の調査結果及び予測結果と同等で

あった。 

エ．ダイオキシン類 …表 6.1.2-7 参照

供用時について、調査結果の期間平均値は 0.0062～0.0070pg-TEQ/m3（冬季、

夏季）であった。 

一方、環境影響評価時について、調査結果及び予測結果の年平均値は 0.0076

～0.027pg-TEQ/m3であった。 

供用時のダイオキシン類濃度は、環境影響評価時の調査結果及び予測結果以下

であった。 
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オ．塩化水素 …表 6.1.2-8 参照

供用時について、調査結果の期間平均値は 0.002ppm 未満であった。 

一方、環境影響評価時の調査結果の期間平均値も 0.002ppm 未満であった。 

供用時の塩化水素濃度は、環境影響評価時の調査結果と変わらなかった。 

表 6.1.2-4 環境影響評価時との比較（二酸化硫黄） 

【二酸化硫黄（SO2）】

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

年平均
日平均の
2％除外値

冬季 0.001 0.005 0.002 0.007 0.012 0.008

春季 0.001 0.007 0.003 0.003 0.008 0.003

夏季 0.001 0.003 0.002 0.004 0.009 0.005

秋季 0.001 0.002 0.001 0.007 0.020 0.009

年間 0.001 0.007 0.003 0.005 0.020 0.009 0.005 0.013

冬季 0.001 0.002 0.002 0.002 0.006 0.003

春季 0.002 0.007 0.002 0.002 0.004 0.002

夏季 0.001 0.002 0.001 0.004 0.009 0.005

秋季 0.001 0.002 0.001 0.003 0.008 0.004

年間 0.001 0.007 0.002 0.003 0.009 0.005 0.003 0.008

冬季 0.001 0.003 0.002 0.004 0.007 0.005

春季 0.001 0.004 0.002 0.001 0.002 0.001

夏季 0.000 0.003 0.001 0.001 0.004 0.002

秋季 0.000 0.002 0.000 0.002 0.007 0.003

年間 0.001 0.004 0.002 0.002 0.007 0.005 0.002 0.006

冬季 0.001 0.003 0.002 0.004 0.007 0.004

春季 0.001 0.003 0.002 0.009 0.014 0.010

夏季 0.001 0.002 0.001 0.007 0.014 0.008

秋季 0.001 0.001 0.001 0.004 0.011 0.005

年間 0.001 0.003 0.002 0.006 0.014 0.010 0.006 0.015

（注） 1.供用時の実施時期は、以下のとおりである。

　　冬季： 平成30年1月23日～29日

　春季： 平成30年4月11日～17日

　夏季：

　秋季：

2.環境影響評価時の調査実施時期は、以下のとおりである。

　春季： 平成24年4月12日～18日

　夏季： 平成24年7月19日～25日

　秋季： 平成24年11月14日～20日

　冬季： 平成25年1月17日～23日

調査地点 調査時期

供用時の調査結果　(ppm) 環境影響評価時（H24）の調査結果　(ppm) 環境影響評価時予測結果　(ppm)

保田地区
（光来園）

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

平成30年8月24～30日（高田地区）、8月25～31日（他3地区）

平成30年10月26～11月1日（高田地区）、11月5～11日（他3地区）
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表 6.1.2-5 環境影響評価時との比較（浮遊粒子状物質） 

表 6.1.2-6 環境影響評価時との比較（二酸化窒素） 
【二酸化窒素（NO2）】

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

年平均
日平均の
2％除外値

冬季 0.004 0.016 0.005 0.008 0.026 0.010

春季 0.004 0.016 0.006 0.005 0.023 0.007
夏季 0.002 0.005 0.003 0.002 0.005 0.002
秋季 0.004 0.011 0.006 0.006 0.016 0.008
年間 0.004 0.016 0.006 0.005 0.026 0.010 0.007 0.013

冬季 0.003 0.021 0.005 0.006 0.019 0.008

春季 0.003 0.014 0.005 0.004 0.014 0.005

夏季 0.002 0.004 0.002 0.002 0.005 0.003

秋季 0.003 0.012 0.005 0.005 0.016 0.007

年間 0.003 0.021 0.005 0.004 0.019 0.008 0.007 0.013

冬季 0.003 0.005 0.004 0.002 0.007 0.002

春季 0.003 0.014 0.005 0.003 0.011 0.004

夏季 0.001 0.009 0.002 0.001 0.004 0.002

秋季 0.003 0.01 0.003 0.001 0.004 0.003

年間 0.003 0.014 0.005 0.002 0.011 0.004 0.003 0.003

冬季 0.003 0.005 0.003 0.004 0.01 0.005
春季 0.003 0.007 0.004 0.004 0.020 0.005
夏季 0.001 0.002 0.001 0.003 0.018 0.006
秋季 0.002 0.005 0.003 0.005 0.015 0.006
年間 0.002 0.007 0.004 0.004 0.020 0.006 0.005 0.008

（注） 1.供用時の実施時期は、以下のとおりである。
　　冬季： 平成30年1月23日～29日

　春季： 平成30年4月11日～17日
　夏季：
　秋季：

2.環境影響評価時の調査実施時期は、以下のとおりである。
　春季： 平成24年4月12日～18日
　夏季： 平成24年7月19日～25日
　秋季： 平成24年11月14日～20日
　冬季： 平成25年1月17日～23日

平成30年8月24～30日（高田地区）、8月25～31日（他3地区）
平成30年10月26～11月1日（高田地区）、11月5～11日（他3地区）

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

保田地区
（光来園）

調査地点 調査時期

供用時の調査結果　(ppm) 環境影響評価時（H24）の調査結果　(ppm) 環境影響評価時予測結果　(ppm)

【浮遊粒子状物質（SPM）】

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

期間平均値
1時間値の
最高値

日平均の
最高値

年平均
日平均の
2％除外値

冬季 0.010 0.058 0.020 0.011 0.051 0.018

春季 0.027 0.083 0.055 0.014 0.084 0.030
夏季 0.014 0.038 0.022 0.016 0.053 0.026
秋季 0.018 0.068 0.022 0.014 0.050 0.022
年間 0.017 0.083 0.055 0.014 0.084 0.030 0.014 0.036

冬季 0.010 0.053 0.021 0.012 0.042 0.019

春季 0.029 0.089 0.061 0.016 0.040 0.024

夏季 0.017 0.046 0.027 0.013 0.034 0.019

秋季 0.017 0.031 0.021 0.011 0.039 0.018

年間 0.018 0.089 0.061 0.013 0.042 0.024 0.013 0.033

冬季 0.011 0.066 0.023 0.010 0.048 0.017

春季 0.029 0.087 0.063 0.014 0.053 0.024

夏季 0.017 0.051 0.027 0.017 0.060 0.031

秋季 0.019 0.036 0.024 0.012 0.055 0.018

年間 0.019 0.087 0.063 0.013 0.060 0.031 0.013 0.033

冬季 0.010 0.039 0.019 0.019 0.064 0.032
春季 0.030 0.097 0.060 0.015 0.061 0.029
夏季 0.017 0.046 0.026 0.017 0.049 0.029
秋季 0.014 0.029 0.017 0.013 0.058 0.019
年間 0.018 0.097 0.060 0.016 0.064 0.032 0.016 0.040

（注） 1.供用時の実施時期は、以下のとおりである。
　　冬季： 平成30年1月23日～29日

　春季： 平成30年4月11日～17日
　夏季：
　秋季：

2.環境影響評価時の調査実施時期は、以下のとおりである。
　春季： 平成24年4月12日～18日
　夏季： 平成24年7月19日～25日
　秋季： 平成24年11月14日～20日
　冬季： 平成25年1月17日～23日

平成30年8月24～30日（高田地区）、8月25～31日（他3地区）
平成30年10月26～11月1日（高田地区）、11月5～11日（他3地区）

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

保田地区
（光来園）

調査地点 調査時期

供用時の調査結果　(ppm) 環境影響評価時（H24）の調査結果　(ppm) 環境影響評価時予測結果　(ppm)
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表 6.1.2-7 環境影響評価時との比較（ダイオキシン類） 

表 6.1.2-8 環境影響評価時との比較（塩化水素） 

【ダイオキシン類】

冬季 春季 夏季 秋季 平均値 調査結果 予測結果

0.0076 0.0063 0.0064 0.0076 0.0070 0.0270 0.0270

0.0069 0.0061 0.0047 0.0069 0.0062 0.0130 0.0130

0.0070 0.0062 0.0052 0.0070 0.0064 0.0096 0.0096

0.0075 0.0061 0.0048 0.0075 0.0065 0.0076 0.0076

（注） 1.供用時の実施時期は、平成30年1月～11月の四季観測である。

2.環境影響評価時の調査実施時期は、平成24年4月～平成25年1月の四季観測である。

環境影響評価時(pg-TEQ/m3）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

供用時の調査結果　(pg-TEQ/m3）
調査地点

保田地区
（光来園）

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

【塩化水素】

冬季 春季 夏季 秋季 平均値 調査結果 予測結果

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 -

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 -

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 -

0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.002未満 -

（注） 1.供用時の実施時期は、平成30年1月～11月の四季観測である。

2.環境影響評価時の調査実施時期は、平成24年4月～平成25年1月の四季観測である。

3.環境影響評価時は、施設稼働に係る塩化水素の予測は実施していない。

環境影響評価時 平均値(ppm）供用時の調査結果　(ppm）

保田地区
（光来園）

三浦東地区
(三浦保育園)

高田地区
（津島高等学校）

柿の木地区
（柿の木ポンプ場）

調査地点
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(2) 排ガス（施設煙突） 

①ばいじん ･･･表 6.1.2-9 参照

ばいじんの酸素濃度 12％換算値は、1 号炉で 0.00096～0.0013g/m3
N（平均

0.0011g/m3
N）、2 号炉で 0.00079～0.0012g/m3

N（平均 0.0010g/m3
N）であった。 

 この結果は、排出基準の 0.08 g/m3
N及び自主規制値の 0.01 g/m3

N以下であった

ことから環境保全目標を満足する。 

②硫黄酸化物 ･･･表 6.1.2-9 参照

    硫黄酸化物の酸素濃度 12％換算値は、1 号炉で 7.7～11ppm（平均 9.6ppm）、2

号炉で 7.9～16ppm（平均 10ppm）であった。 

     この結果は、自主規制値の 30ppm 以下であったことから環境保全目標を満足す

る。 

③窒素酸化物 ･･･表 6.1.2-9 参照

    窒素酸化物の酸素濃度 12％換算値は、1 号炉で 56～100ppm（平均 82ppm）、2 号

炉で 66～100ppm（平均 84ppm）であった。 

この結果は、排出基準の 250ppm 及び自主規制値の 150ppm 以下であったことか

ら環境保全目標を満足する。 

④塩化水素 ･･･表 6.1.2-9 参照

    塩化水素の酸素濃度 12％換算値は、1 号炉で 10～29mg/m3
N（平均 22mg/m3

N）、2

号炉で 13～66mg/m3
N（平均 37mg/m3

N）であった。 

この結果は、排出基準の 700mg/m3
N 及び自主規制値の 81.5mg/m3

N 以下であった

ことから環境保全目標を満足する。 

⑤全水銀 ･･･表 6.1.2-9 参照

全水銀の酸素濃度 12％換算値は、1号炉で 0.39～0.45μg/m3
N（平均 0.42μg/m3

N）、

2 号炉で 0.21～0.30μg/m3
N（平均 0.26μg/m3

N）であった。 

この結果は、排出基準及び自主規制値の 50μg/m3
N 以下であったことから環境

保全目標を満足する。 

⑥ダイオキシン類 ･･･表 6.1.2-9 参照

ダ イ オ キ シ ン 類 の 酸 素 濃 度 12 ％ 換 算 値 は 、 1 号 炉 で 0.000037 ～

0.00023ng-TEQ/m3
N （ 平 均 0.00013ng-TEQ/m3

N ）、 2 号 炉 で 0.000047 ～

0.00045ng-TEQ/m3
N（平均 0.00021ng-TEQ/m3

N）であった。 

この結果は、排出基準の 1 ng-TEQ/m3
N 及び自主規制値の 0.05 ng-TEQ/m3

N 以下

であったことから環境保全目標を満足する。 
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6.2 騒 音 

6.2.1 調査概要 

表 6.2.1-1 調査概要 

項 目 調査項目 調査時期 調査地点 調査方法 

事業場騒音 

事業場稼働時の敷地

境界及び至近集落に

おける等価騒音レベ

ル（LAeq） 

平成 30 年 1 月 22 日

19:00～23日 19:00 

・事業地境界 2 地点

（敷地境界 No.2、

No.3） 

・柿の木地区（集落） 

「騒音に係る環境基準

の評価マニュアル」及び

「JIS Z 8731 環境騒音の

表示・測定方法」に準じ

る方法とする。 

自動車騒音 

廃棄物運搬車両が走

行する集落地内の主

要道路における等価

騒音レベル（LAeq） 

平成 30 年 1 月 23 日

7:00～19:00 

廃棄物運搬車両走行

ルート 3地点 

（柿の木地区、上谷

地区、三浦東地区） 

交通量 

自動種騒音の調査と

同時に交通量調査を

行った。 

平成 30 年 1 月 23 日

7:00～19:00 

自動車騒音調査地点

と同じ 3地点 

数取計で 6 車種に分類

し、分類別通過台数を 1

時間ごとに集計する。 

※6 車種：大型車、中型

車、小型車、小

型貨物車、自動

二輪、ごみ収集

車両 

図 6.2.1-1 騒音に係る調査地点（事業地敷地境界） 

Ｓ＝1:2,500 

 ０       50       100m 
●：事業場騒音調査地点 

敷地境界
No.3 

敷地境界
No.2 
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図 2-1-1 騒音、振動調査地点（敷地境界） 

図 6.2.1-2 騒音調査地点 
 （集落、道路沿道） 

事業地 

●敷地境界 2地点
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6.2.2 調査結果及び評価 

(1) 施設稼働に係る騒音 

事業地の敷地境界における騒音の基準値は、騒音規制法（昭和 43年、法律第 98 号）

及び「騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準」（平成 24 年、宇和島

市告示第 29 号）に定められた特定工場等において発生する騒音の規制基準とした。なお、

事業地は、騒音規制法及び愛媛県公害防止条例に基づく規制の指定がない地域（※1）で

あるが、土地利用及び周辺環境を踏まえて、第三種区域※2の敷地境界における基準を参

考とした。 

騒音調査の結果、環境影響評価時の予測結果に対して、No.2 で 4～17  程度、No.3

で 5～10dB 程度高いものの、両地点とも第三種区域の基準値を満足するものであった（表

6.2.2-1 参照）。なお、供用時の騒音が予測結果よりも高くなった要因として、昼間の時

間帯は事業地の東側に隣接する採石場の稼働に伴う影響、夕方以降は時間率騒音レベル

（LA5、LA95）が一定であることから事業場の騒音が寄与しているものと考えられた。 

※1：「騒音環境基準類型指定図・騒音規制指定区域図・振動規制指定区域図について」 

（宇和島市ホームページ、2015 年 7月 1日更新） 

※2：第三種区域：住居の用にあわせて商業、工業等の用に供されている区域であって、その

区域内の住民の生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要がある区域。 

表 6.2.2-1 事業場から発生する騒音の調査結果（騒音レベル LA5） 

単位：dB 

調査地点 

朝 
(6:00～8:00) 

昼間 
(8:00～19:00) 

夕 
(19:00～22:00) 

夜間 
(22:00～6:00) 

供用時
結果 

予測 
結果 

供用時
結果 

予測 
結果 

供用時
結果 

予測 
結果 

供用時
結果 

予測 
結果 

敷地境界 
No.2 

46 37 64 47 41 34 41 37 

敷地境界 
No.3 

48 43 57 47 48 42 48 43 

環境影響評価時 
（調査結果） 

37 47 34 37 

規制基準 65 65 65 50 

自主規制値 65 65 65 50 

(注)1.規制基準は、「騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準」（平成 24年 宇和島

市告示第 29号）により定められた特定工場等において発生する第三種区域の値を参考とした。

評価地点は、敷地境界である。 

2.自主規制値とは、公害防止協定に基づく値である。 

3.環境影響評価時(H25)の調査地点は、事業地内の 1箇所である。 

4.予測結果とは、環境影響評価時のものである。 

5.供用時の昼間の調査中、事業地に隣接する採石場は稼働中であった。 

    出典：「騒音規制法」（昭和 43年、法律第 98号） 

「騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準」（平成 24年、宇和島市告示第

29号）」 

「騒音規制法第 3条第 1項の規定に基づく地域の指定」（平成 24年、宇和島市告示第 28号）」 

環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 

 評価書」（平成 26年 8月、宇和島市） 
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(2) 自動車騒音 

施設稼働に伴う廃棄物運搬車両及び関係車両の新たな交通量の発生に伴い、主要な走

行路となる道路沿道において騒音調査を行った。 

調査時間は、事業地に係る車両が通行する 7:00～19:00 を対象としており、騒音に係

る環境基準（6:00～22:00）との評価もこの時間内の等価騒音レベルを対象とした。 

調査地点は騒音に係る環境基準の適用を受けないが、調査地点の土地利用及び周辺環

境を踏まえて、No.3 柿の木地区沿道（県道 46号）及び No.5 三浦東地区沿道（農免農道）

は環境基準 B 類型の基準値、No.4 上谷地区沿道（一般国道 56 号）は環境基準の特例値

を参考とした。 

なお、この評価基準の設定は、環境影響評価と同様である。 

自動車騒音を調査した結果、柿の木地区は 63dB（環境影響評価時の予測結果 65dB）、

上谷地区は 70dB（環境影響評価時の予測結果 70dB）、三浦東地区は 56dB（環境影響評価

時の予測結果 54dB）であり、各調査地点とも騒音に係る環境基準を満足するとともに、

全ての地点で環境影響評価時の予測結果とほとんど変わらないものであった（表

6.2.2-2 参照）。 

表 6.2.2-2 自動車騒音に係る調査結果（等価騒音レベル LAeq） 

調査地点 

等価騒音レベル( ) 

環境基準 

( ) 
評 価

供用時 
環境影響評価時 

調査結果 予測結果 

No.3 柿の木地区沿道 63 56 65 65 ○ 

No.4 上谷地区沿道 70 69 70 70 ○ 

No.5 三浦東地区沿道 56 54 54 65 ○ 

(注)1.環境基準の当てはめは、柿の木地区沿道と三浦東地区沿道は、「道路に面する地

域の騒音に係る環境基準」とし、上谷地区沿道は「幹線交通を担う道路に近接す

る空間における騒音に係る環境基準」とした。 

また、地域類型は B類型とした。 

2.供用時の調査時間及び評価対象時間は、事業場関係車両が走行する時間帯(7:00

～19:00)とした。なお、環境影響評価時は、「6:00～22:00」を対象としている。 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年、環境庁告示第 64号）

環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 

 評価書」（平成 26年 8月、宇和島市） 
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(3) 一般環境騒音 

本事業に伴う廃棄物運搬車及び関係車両の新たな交通量の発生に伴い、走行路と事業

地に近い柿の木集落内で騒音調査を行った。 

騒音に係る環境基準との評価に際して、柿の木地区集落の調査地点は「道路に面する

地域以外（一般地域）の B類型」の基準値を参考とする。 

一般環境における騒音調査の結果、騒音に係る環境基準の道路に面する地域以外の基

準値を満足する（表 6.2.2-3 参照）。 

なお、柿の木地区集落の調査について、環境影響評価時の調査地点は柿の木集会所で

あったが、供用時調査において移転撤去のため同集落内近くのポンプ場(事業者管理施

設)とした。 

供用時の調査では、ポンプ場機械の間欠運転に伴う騒音の影響が若干発生しているも

のの、この発生音も含めても環境基準を満足していた。 

表 6.2.2-3 一般環境における騒音の調査結果（等価騒音レベル LAeq） 

調査地点 時間帯 

騒音レベル調査結果( ) 
環境基準 

( ) 
評 価

供用時 
環境影響 

評価時 

No.2 柿の木地区集落 
昼間 54 46 55 ○ 

夜間 45 39 45 ○ 

(注)1.環境基準の当てはめは、柿の木地区集落は「一般環境における騒音に係る環境基

準」とした。なお、地域類型は、B類型とした。 

  2.時間帯…昼間 6:00～22:00 夜間 22:00～6:00 

    出典：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年、環境庁告示第 64 号） 

環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 

 評価書」（平成 26年 8月、宇和島市） 
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(4) 交通量 

道路沿道の騒音、振動調査と同時に交通量の調査を行った結果を表 6.2.2-4 に示す。

調査時間は、廃棄物運搬車両が走行する 7:00～19:00 を対象とした。 

また、環境影響評価時の予測交通量を表 6.2.2-5 に整理した。 

交通量調査の結果、ごみ収集車両の主要通過道路となる柿の木地区の県道 46 号におい

て、環境影響評価時の調査結果 248 台、予測交通量 280 台に対して、供用時は 630 台で

あった。国道 56 号は、環境影響評価時の調査結果 5,379 台、予測交通量 5,829 台に対し

て、供用時は 4,549 台であった。また、農免農道は、環境影響評価時の調査結果 324 台、

予測交通量 341 台に対して、供用時は 228 台であった。 

環境影響評価時に対して、現状は県道 46号で交通量が増加している一方、国道 56号

と農免農道で減少していた。 

事業場関係の車両が集中する柿の木地区の県道 46 号における車両内訳では、ごみ収集

車両(パッカー車)の走行台数が 87 台で、全交通量の約 14％を占めていた。また、本県

道では、環境影響評価時の予測交通量に対して約 2.3 倍(＝630/280)となっており、これ

は小型貨物車について環境影響評価時の予測交通量90台が257台に、廃棄物運搬車両（パ

ッカー車）の大型車が 18 台から 87 台に、その他の大型車（搬入及び一般車両）が 20

台から 95台に増加していることによるものであった。 

表 6.2.2-4 交通量の調査結果 

調査地点 対象道路 

交通量調査結果（台） 
（7:00～19:00） 

供用時 
廃棄物運搬車両台数 
（時間帯内割合） 供用時 

環境影響 
評価時 

柿の木地区 県道 46 号  630  248  87（14％）

上谷地区 国道 56 号 4,549 5,379  80（ 2％）

三浦東地区 農免農道  228  324  4（ 2％）

(注)1.環境影響評価時の交通量について、供用時の調査時間内に集計整理したもので

ある。 

  2.廃棄物運搬車両は、パッカー車の集計とした。 

出典：環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評

価 評価書」（平成 26 年 8月、宇和島市） 

表 6.2.2-5 環境影響評価時の予測交通量

出典：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」 

（平成 26年 8月、宇和島市）

乗用車 小型貨物 中型車 大型車 合計

柿の木地区（県道46号） 95 90 57 38 280

上谷地区（国道56号） 3,710 1,446 240 433 5,829

三浦東地区（農免農道） 163 133 30 15 341

予測交通量（7～19時，台）
対象道路
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6.3 振 動 

6.3.1 調査概要 

調査概要は表 6.3.1-1 に示すとおりである。 

表 6.3.1-1 調査概要 

項 目 調査項目 調査時期 調査地点 調査方法 

事業場振動 

事業場稼働時の敷地境界及

び至近集落における振動レ

ベル（L10） 

平成 30 年 1 月 22 日 

19:00～23 日 19:00 

・事業地境界 2地点（敷
地境界 No.2、No.3） 

・柿の木地区（集落） 「JIS Z 8735 振動
レベル測定方法」に
準拠した。 

道路交通振動

廃棄物運搬車両が走行する

集落地内の主要道路におけ

る振動レベル（L10） 

平成 30 年 1 月 23 日 

8:00～19:00 

廃棄物運搬車両走行ル
ート 3地点 
（柿の木地区、上谷地
区、三浦東地区） 

図 6.3.1-1 振動に係る調査地点（事業場敷地境界） 

Ｓ＝1:2,500 

 ０       50       100m 
●：事業場振動調査地点 

No.2 

No.3 
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図 6.3.1-2 振動調査地点 
 （集落、道路沿道） 

事業地 

●敷地境界 2地点

図 6.3.1-2 振動調査地点（敷地境界） 
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6.3.2 調査結果及び評価 

(1) 施設稼働に係る振動 

振動の調査結果、敷地境界の No.2 の振動レベルは昼間 27dB、夜間 25dB 未満、No.3

の振動レベルは昼夜間とも25dB未満であり、第一種区域の基準値を満足する（表6.3.2-1

参照）。なお、No.2 では、隣接する採石場で稼働する重機の影響が発生していた。 

また、環境影響評価時の予測結果は、敷地境界の No.2 で昼夜間とも 30dB 未満、No.3

で昼間 39dB、夜間 38dB であったことから、供用時の施設稼働による振動の影響はほと

んどないものと評価する。

表 6.3.2-1 事業場から発生する振動の調査結果（振動レベル L10） 

時 点 調査地点 

振動レベル（ ） 規制基準達成の適否 

昼 間 
(8:00～
19:00) 

夜 間 
(19:00～
8:00) 

昼 間 夜 間 

事後調査 
No.2 27 25 未満 ○ ○ 

No.3 25 未満 25 未満 ○ ○ 

環境
影響
評価 
時 

調査結果 事業地内 30 未満 30 未満 ○ ○ 

予測結果 
No.2 30 未満 30 未満 ○ ○ 

No.3 39 38 ○ ○ 

規制基準（第一種区域） 60 55 － － 

(注)1.規制基準は、「騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準」 

（平成 24 年、宇和島市告示第 29 号）により定められた特定工場等において

発生する第一種区域の値を参考とした。評価地点は、敷地境界である。 

  2.「○」は、基準値を満足する。 

3.環境影響評価時の調査地点は、事業地内の 1箇所である。 

出典：「振動規制法」(昭和 51 年、法律第 64号)          

「振動規制法第 3条第 1項の規定に基づく地域の指定」 

(平成 24 年、宇和島市告示第 32 号) 

「振動規制法の規定に基づく地域指定における規制基準」 

(平成 24 年、宇和島市告示第 33 号) 

環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 

 評価書」（平成 26年 8月、宇和島市） 
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(2) 道路交通振動 

道路沿道 3地点における調査の結果、振動レベルは 27dB 以下であり、各地点とも道路

交通振動の大きさの限度（要請限度）を満足する（表 6.3.2-2 参照）。 

また、環境影響評価時の予測結果は 32～33dB であったことから、供用時における道路

交通振動への影響はほとんどないものと評価する。 

表 6.3.2-2 道路交通振動に係る振動レベルの調査結果（振動レベル L10） 

 単位:dB 

調査地点 
供用時 環境影響評価時 

要請限度 評 価 
調査結果 調査結果 予測結果 

No.3 柿の木地区沿道 25 未満 30 未満 32 65 ○ 

No.4 上谷地区沿道 27 31 33 65 ○ 

No.5 三浦東地区沿道 27 30 未満 32 65 ○ 

(注)1.要請限度は、振動規制法の道路交通振動の大きさの限度における「第一種区域」

を参考とした。 

2.供用時の評価対象時間は、環境影響評価時と同様の 8:00～19:00 とした。 

出典：「振動規制法施行規則別表第 2」(昭和 51年、総理府令第 58号) 

「愛媛県 環境白書」(平成 29 年度版) 

環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価  

評価書」（平成 26年 8 月、宇和島市） 

(3) 一般環境の振動レベル 

柿の木地区集落における振動調査の結果、振動レベルは昼夜間とも 25  未満であった

（表 6.3.2-3 参照）。 

また、環境影響評価時の結果は 30  未満であったことから、以前と変わらない振動環

境と考えられる。 

表 6.3.2-3 一般環境における振動レベルの調査結果（振動レベル L10） 

調査地点 時間帯 
振動レベル調査結果( ) 

供用時 環境影響評価時 

No.2 柿の木地区集落 
昼間 25 未満 30 未満 

夜間 25 未満 30 未満 

(注)時間帯…昼間 8:00～19:00 夜間 19:00～8:00 

 出典：環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 

評価書」（平成 26年 8 月、宇和島市） 
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6.4 悪 臭 

6.4.1 調査概要 

表 6.4.1-1 調査概要 

項 目 調査項目 調査時期 調査地点 調査方法 

臭気指数 

事業場稼働時の敷地

境界及び主要集落に

おける臭気指数の状

況 

冬季：平成 30年 1 月 30 日

春季：平成 30年 4 月 25 日

夏季：平成 30年 8 月 7 日

秋季：平成 30年 11 月 6 日

・敷地境界 2地点 

…事業場の風上、風下 

・周辺集落 4地区 

…保田地区、柿の木地区、

三浦東地区、高田地区 

三点比較式臭袋法による。 

「臭気指数及び臭気排出強

度の算定の方法」（平成 7年 9

月 13日、環境庁告示第63号）

に準拠する。 

特定悪臭物質

事業場稼働時の敷地

境界における特定悪

臭物質濃度の状況 
平成 30年 8月 7日 ・敷地境界 1地点…民家方向 

「特定悪臭物質の測定の方

法」（昭和 47 年 5 月 30 日、

環境庁告示第 9号）に準拠す

る。 

Ｓ＝1:2,500 

 ０       50       100m 

（注）臭気指数の調査地点(●)は、当日の風向を踏まえた風上と風下とする。

図 6.4.1-1 悪臭調査地点（敷地境界） 

●：臭気指数調査地点 

●：特定悪臭物質調査地点 

風 上 

風 下 
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図 6.4.1-2 臭気指数調査地点 
     （周辺集落） 

事業地 

調査地点 
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6.4.2 調査結果及び評価 

(1) 臭気指数 

愛媛県においては、臭気指数による規制は行われていないが、本事業の稼働に伴う臭

気指数の状況を把握するため、敷地境界及び主要集落で調査を行った。 

臭気指数を調査した結果、敷地境界 2地点及び主要集落 4地点の各調査地点とも、臭

気指数は、「10未満」であった（表 6.4.2-1 参照）。 

この結果は、環境影響評価時の調査結果の 10 未満と同様であり、また自主規制値の

10 以下であった。 

表 6.4.2-1 臭気指数の調査結果 

冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季 秋季

平成30年
1月30日

平成30年
4月25日

平成30年
8月7日

平成30年
11月6日

平成25年
1月19日

平成24年
4月16日

平成24年
7月23日

平成24年
11月14日

風上 10未満 10未満 10未満 10未満

風下 10未満 10未満 10未満 10未満

保田地区 特別養護老人ホーム光来園 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満

柿の木地区 柿の木ポンプ場 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満

三浦東地区 宇和島市立三浦保育園 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満

高田地区 愛媛県立津島高等学校 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満 10未満

(注) 1.環境影響評価時の調査は、計画地内の1地点である。

2.自主規制値は、公害防止協定に基づく当該環境センターにおける規制値である。

出典:

自　主
規制値

10以下

※環境影響評価時…「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価　評価書」（平成26年8月、宇和島市）

環境影響評価時※の調査結果

10未満 10未満 10未満 10未満事業場

周辺
集落

供用時の調査結果

敷地境界

　　　　　　　　　　　　　　　調査時期

　　　　調査地点
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(2) 特定悪臭物質 

特定悪臭物質を調査した結果（表 6.4.2-2 参照）、測定検出下限未満または悪臭防止法

の規制基準（1号規制）の A区域に係る基準値以下であった。 

なお、宇和島市には悪臭規制区域の指定地はないが、事業地周辺の環境を勘案して A

区域に係る規制基準を参考として評価した。 

表 6.4.2-2 特定悪臭物質の調査結果 
単位：ppm

アンモニア 0.2未満 1

メチルメルカプタン 0.0003未満 0.002

硫化水素 0.0008未満 0.02

硫化メチル 0.0002未満 0.01

二硫化メチル 0.0003未満 0.009

トリメチルアミン 0.0009未満 0.005

アセトアルデヒド 0.0055 0.05

プロピオンアルデヒド 0.0007 0.05

ノルマルブチルアルデヒド 0.0002 0.009

イソブチルアルデヒド 0.0002未満 0.02

ノルマルバレルアルデヒド 0.0004 0.009

イソバレルアルデヒド 0.0003未満 0.003

イソブタノール 0.01未満 0.9

酢酸エチル 0.009未満 3

メチルイソブチルケトン 0.008未満 1

トルエン 0.008未満 10

スチレン 0.007未満 0.4

キシレン 0.007未満 1

プロピオン酸 0.0002未満 0.03

ノルマル酪酸 0.0001未満 0.001

ノルマル吉草酸 0.0001未満 0.0009

イソ吉草酸 0.0001未満 0.001

(注)1.調査日：平成30年8月7日

    2.調査結果の「未満」は、測定検出下限未満を示す。

    3.規制基準の出典：「平成29年度版　愛媛県環境白書」

　　　　1号規制…敷地境界における基準

調査項目 調査結果
参考：規制基準

（1号規制、A区域）

　　　　A区域…主として工場の用に供される地域、その他悪臭に
               対する順応の見られる地域（B区域）以外の区域
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6.5 水 質 

6.5.1 調査概要 

本組合と地元との間で、本施設から排出・発生する環境要素に関する環境調査について

公害防止協定を締結しており、その中で水質調査を実施することとしている。 

このことから、施設稼働時（試験運転時、平常運転時）の事業地周辺の水質の現状を把

握するために水質調査を行うこととした。調査概要を表 6.5.1-1 に示す。 

表 6.5.1-1 調査概要 

項 目 調査項目 調査方法 調査地点 調査時期 

水 質 

BOD、COD、 

ダイオキシン類 

◇BOD、COD：「水質汚濁に係る

環境基準について」（昭和 46

年環境庁告示第 59 号）に定

める方法 

・BOD：JIS K0102 の 21 

・COD：JIS K0102 の 17 

◇ダイオキシン類：「ダイオキ

シン類による大気の汚染、水

質の汚濁（水底の底質の汚染

を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準」(平成11年12

月27日 環境庁告示第68号)

に定める方法 

柿木川における事業

地の上流地点と下流

地点の各 1 地点及び

水路 1 地点（事業地

上流のため池脇を流

下する水路）の計 3

地点 

試験運転時： 

平成29年 8月 24日 

平常運転時： 

平成30年8月 7 日 

図 6.5.1-1 水質調査地点 

ため池 

●：水質調査地点 

No.2 
（柿木川） 

No.3 

(水路) 

No.1 
（柿木川）

Ｓ＝1:2,500 

 ０       50        100m 
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6.5.2 調査結果及び評価 

河川に係る環境基準について、柿木川は環境基準の類型指定がなされていないものの

利用実態を踏まえて「B類型」とした。 

公害防止協定に基づき水質を調査した結果、柿木川及び水路における「pH、BOD、ダイ

オキシン類」は該当する環境基準を満足している。 

また、COD について農業用水基準と比較すると、基準値の 6mg/ 以下であった（表

6.5.2-1 参照）。 

なお、環境影響評価時では、今回調査を行った水域（場所）での水質調査は実施して

いないため、過去の水質の状態は不明である。 

表 6.5.2-1 水質調査結果 

BOD COD ダイオキシン類 BOD COD ダイオキシン類

（mg/ ） （mg/ ） （pg-TEQ/ ） （mg/ ） （mg/ ） （pg-TEQ/ ）

No.1 事業地上流/柿木川 － － － － 7.8 0.8 3.4 0.64

No.2 事業地下流/柿木川 8.4 0.6 3.0 0.16 7.8 0.5未満 2.1 0.15

No.3 事業地上流/水　路 7.9 0.5未満 2.1 0.21 8.0 0.5 1.7 0.14

6.5～8.5 3以下 － － 6.5～8.5 3以下 － －

－ － － 1 － － － 1

6.0～7.5 － 6以下 － 6.0～7.5 － 6以下 －

（注） 試験運転時のNo.1では、水枯れしていたので採水は行っていない。

※1：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和46年12月28日、環境庁告示第59号）別表2　生活環境の保全に関する環境基準（河川）

※2：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準」

※3：「農業（水稲）用水基準」（昭和46年10月4日、農林水産技術会議）

                    　（平成11年12月27日、環境庁告示第68号）

農業用水基準　　　 　※3

環境基準（河川B類型）※1

平常運転時（平成30年8月7日）

pH

地点
番号

pH
調査地点

試験運転時（平成29年8月24日）

環境基準（DXN類）　　※2
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6.6 動 物 

6.6.1 調査概要 

表 6.6.1-1 動物に係る事後調査計画の内容 

項  目 内     容 

調査項目 

◇事業による影響が予測された希少種の生息状況 

・鳥類…ヒクイナ、フクロウ 

・爬虫類…ニホンイシガメ、ヒバカリ、ヤマカガシ、ニホンマムシ 

・両生類…アカハライモリ、ニホンヒキガエル、トノサマガエル 

・昆虫類…ホソミイトトンボ、マルタンヤンマ、ヨツボシトンボ、 

マルチビゲンゴロウ、ミズスマシ、ガムシ 

・水生生物･･･ヒラマキガイモドキ 

調査地点 
環境影響評価における動物調査範囲…事業地及び周囲約 250ｍ 

（工事中と同様 5.4.1-1 参照）。 

調査時期 

◇施設稼働後 1 年間を対象とする 

・3 月、4 月…フクロウ 

・4 月、6 月…ヒクイナ 

・5 月、7 月…ヨツボシトンボ 

・6 月…ニホンイシガメ、ヒバカリ、ヤマカガシ、ニホンマムシ、アカハライモ

リ、ニホンヒキガエル、トノサマガエル 

・7 月…ホソミイトトンボ、マルタンヤンマ、マルチビゲンゴロウ、ミズスマシ、 

ガムシ、ヒラマキガイモドキ 

調査方法 任意踏査または任意採取による生息状況の確認 

(注) 「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」（平成 26
年 8 月、宇和島市）の事後調査計画を要約した。 

表 6.6.1-2 動物に係る調査実施時期 

調査項目 

現地調査実施日 

平成 30 年 

2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 

鳥  類 
ヒクイナ   24～25  25～26 20～21 

フクロウ 19～20 29～30 24～25 

爬虫類 

ニホンイシガメ 

ヒバカリ 

ヤマカガシ 

ニホンマムシ 

  24～25  23～26  6～8 

両生類 

アカハライモリ 

ニホンヒキガエル 

トノサマガエル 

  24～25  23～26   

昆虫類 

ホソミイトトンボ 

マルタンヤンマ 

マルチビゲンゴロウ 

ミズスマシ 

ガムシ 

   11  19～20 6～8 

ヨツボシトンボ    11  19～20  

水生生物 ヒラマキガイモドキ    11  19～20  
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6.6.2 事後調査結果及び評価 

供用時の事後調査の結果、概ね環境影響評価時と同等な生息状況が確認されている

（表 6.6.2-1 参照）。 

表 6.6.2-1 動物の重要種に係る事後調査結果（供用時） 

個体数 確認場所

環境影響評価時 平成24年度 4例 事業地内

供用時
事後調査

平成30年度 1例 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 7例 事業地外

供用時
事後調査

平成30年(2～4月) 4例 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 2例 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(4～8
月)

1個体 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 2個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度6月 2個体 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 3個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(4～8
月)

3個体 事業地内外

環境影響評価時 平成24年度 3個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(4～8
月)

2個体 事業地内外

環境影響評価時 平成24年度 多数 事業地内外

供用時
事後調査

平成30年(4～6月) 多数 事業地内外

環境影響評価時 平成24年度 11個体 事業地内外

供用時
事後調査

平成30年度(4～6
月)

12個体 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 13個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(4～6
月)

12個体 事業地内外

環境影響評価時 平成24年度 1個体 事業地内

供用時
事後調査

平成30年度(5～8
月)

確認なし ―

環境影響評価時 平成24年度 1個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(5～8
月)

7個体 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 4個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(5～8
月)

7個体 事業地内外

環境影響評価時 平成24年度 1個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(5～8
月)

21個体 事業地内外

環境影響評価時 平成24年度 1個体 事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(5～8
月)

2個体 事業地外

環境影響評価時 平成24年度

初夏4個体
夏季6個体
夏・秋季に
各1個体

事業地内

事業地外

供用時
事後調査

平成30年度(5～8
月)

1個体 事業地外

環境影響評価時 平成24年度 2個体 事業地内

供用時
事後調査

平成30年度(5月) 3個体 事業地内

調査対象種 環境影響評価段階 調査時期
確認状況

鳥　類

ヒクイナ

フクロウ

両生類

アカハライモリ

ニホンヒキガエル

爬虫類

ニホンイシガメ

ヒバカリ

ヤマカガシ

トノサマガエル

ニホンマムシ

マルチビゲンゴロウ

ミズスマシ

水生生物 ヒラマキガイモドキ

昆虫類

ホソミイトトンボ

マルタンヤンマ

ヨツボシトンボ

ガムシ
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6.7 植 物 

6.7.1 調査概要 

環境影響評価書における事後調査計画による植物に係る事後調査の対象は、タウコギ

1 種のみであり、調査内容は表 6.7.1-1 に示す生育状況調査である。 

環境影響評価時（平成 24 年 10 月）の確認状況は、図 6.7.1-1 に示すとおりである。 

表 6.7.1-1 植物に係る調査内容 

項目 内容 

調査項目 移植(播種)対象である希少種タウコギの生育状況 

調査地点 移植(播種)地点 

調査時期 移植(撒種)後、春・初夏・夏・秋の 4 期/年 ※2 年程度経過観察 

調査方法 
移植(播種)後の芽生えや開花、結実等の生育状況を目視及び写真撮影によ

り確認する 

※重要種の確認位置については、種の保護の観点から一般への公開は差し控えます。 

図 6.7.1-1 環境影響評価時（平成 24 年度）のタウコギ確認状況 
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6.7.2 調査結果 

環境影響評価書の事後調査計画における移植対象であったタウコギ（事業地内に確

認）は、平成 26 年調査時（事後調査時）に確認されず、生育個体の移植を実施できな

かった。このため、代替措置として本種の種子が含まれる可能性がある過年度生育地

土壌の仮移植を実施し、移植土壌からの発芽個体を移植することによる保全措置を試

みた（平成 26～27 年度）。その結果、仮移植土壌から本種の発芽・生育は確認されな

かったことから、本種の移植を断念した。 

この経緯を踏まえて、事業実施区域における本種の生育状況を確認することを目的

に、平成 27 年度に事業地内外でタウコギの生育確認調査を実施した。しかし、平成

27～29 年度の生育確認調査では本種の生育は確認されなかった。 

そこで、平成30年度も引き続きタウコギの生育確認調査を行った（表6.7.2-1参照）。 

その結果、過年度生育確認地点（事業地外）ではタウコギの生育に適した環境は確

認されず、その他の地点でも本種の生育は確認されなかった。 

以上より、本種は、事業地周辺から消失した可能性が高いと考えられる。 

表 6.7.2-1 タウコギの生育確認調査状況 

現地調査実施日 確認地点 

平成 30 年 8 月 27 日
・過年度生育確認地点（事業地外） 

・過年度生育確認地点以外の草地・湿地環境
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6.8 生態系 

6.8.1 調査概要 

(1) 調査内容 

表 6.8.1-1 生態系の注目種に係る事後調査内容 

項 目 調査内容 

調査項目 
◇事業による影響が予測された生態系注目種の生育・生息状況 
・サシバ、ハヤブサ、カヤネズミ、シュレーゲルアオガエル、トンボ群集、 

ため池の水生生物群集 

調査地点 環境影響評価における生態系調査地点 

調査時期 

サシバ 

5 月、6 月、7 月、8 月 
・各月 1 回、2 日間連続 

※繁殖兆候が認められた場合、適宜調査時期の 
延長及び林内踏査を行った。 

ハヤブサ 
2 月、3 月、4 月、5 月、6 月、7 月 
・各月 1 回、2 日間連続 

※繁殖兆候が認められない場合、調査を中止した。

カヤネズミ 
6 月（または 10 月） 

※環境影響評価時と同様 10 月に時期を設定した。

シュレーゲルアオガエル 4 月 

トンボ群集 7 月 

ため池の水生生物群集 5 月、7 月 

調査方法 

サシバ、ハヤブサ 
（上位性） 

定点調査…確認された営巣地及びその周辺からの観
測とし、双眼鏡または望遠鏡を用いて本種の行動を
記録する。 

カヤネズミ 
（典型性） 

本種の生息地となる草地及び湿地を対象として任意
踏査を行い、古巣の位置や素材等の確認を行う。 

シュレーゲルアオガエル 
（典型性） 

直接観察及び任意採取…現地踏査により目視や鳴き
声による確認、捕獲及び卵塊の確認より、生息状況
を把握する。 

トンボ群集 
（典型性） 

環境影響評価時と同様のラインセンサスルートを時
速 2 ㎞程度で歩行し、片側 2ｍ（両側 4ｍ）の範囲内
に目視できたトンボ類の種ごとの個体数を記録する。

ため池の水生生物群集 
（特殊性） 

直接観察及び任意採取…事業地外のため池及び事業
地内の素掘り池について、生息・生育する種を記録
する。 
環境影響評価時には、事業地外のため池において以
下の重要種または注目種が確認されている。 
◇植 物…ミズオオバコ、サガミトリゲモ 
◇両生類…アカハライモリ、トノサマガエル、 

シュレーゲルアオガエル 
◇爬虫類…ニホンイシガメ 
◇昆虫類…マルタンヤンマ、ヨツボシトンボ、マル

チビゲンゴロウ、ミズスマシ、ガムシ 

(注) 「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」（平成 26 年 8
月、宇和島市）の事後調査計画を要約した。 
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(2) 調査時期 

表 6.8.1-2 生態系に係る調査実施時期 

調査項目 

調査実施日 

平成 30 年 

2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

サシバ    11～12 24～26 19～21 6～8  

ハヤブサ 20～21 30～31 25      

カヤネズミ         30 

シュレーゲル
アオガエル 

  24～25

トンボ群集      19～20

ため池の水生
生物群集 

   11  19～20 6～7 

(注)ハヤブサ調査について、本種の繁殖期（2 月、3 月）における調査の結果、個体が確認 

されず、繁殖の兆候が見られなかった。さらに、4 月においても個体が確認されなかった

ことから、以降の調査を中止した。 

(3) 調査地点 

猛禽類の調査地点は、事業による猛禽類への影響の有無を把握するため、事業地周

辺を広く見渡せる地点を調査定点に設定し、猛禽類の確認状況に応じて適宜調査地点

を移動した（図 6.8.1-1 参照）。 

猛禽類以外の項目の調査地点は、図 6.8.1-2 に示すとおりである。ため池の水生生

物群集の調査地点は、事業地の南西部に位置するため池である。本ため池は、事業地

外に位置し、事業者による管理が困難な状況にあるほか、事業地内にかつて存在した

水田に水を供給する必要がなくなったため、本池の管理者による管理は行われていな

い。 

工事中の事後調査の結果によると、管理者不在のため、ため池環境の悪化（水位低

下、水生植物繁茂）が認められ、それに伴い環境影響評価時に確認されていた水生植

物（ミズオオバコ、サガミトリゲモ）の衰退または消滅が認められた。 

このため、本ため池に対する保全措置として、ため池下流側の事業地内草地部に素

掘り水路を造成した。供用時の事後調査はこの素掘り水路を対象とした。 

しかし、平成 30 年 7 月西日本豪雨 に伴う土砂崩れにより、造成した素掘り水路は

消失したため、7 月以降のため池の水生生物群集調査は既存の事業地外のため池を調

査対象とした。 
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出典：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」 
（平成 26 年 8 月、宇和島市） 

図 6.8.1-1 猛禽類の調査地点位置図
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出典：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」 
（平成 26 年 8 月、宇和島市） 

図 6.8.1-2 猛禽類以外の項目に係る調査地点位置図

Ｄ1：人工裸地 

（環境影響評価時：水路）

Ｄ2：水田 Ｄ3：改変区域内の裸地 

Ｄ5：放棄水田 Ｄ6：落葉広葉樹林林縁Ｄ7：落葉広葉樹林林内

Ｄ4：ため池 
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6.8.2 調査結果 

(1) 上位性の調査結果 

   上位性のサシバとハヤブサに係る調査結果の概要を表 6.8.2-1 に整理した。 

   調査結果の概要を以下に述べる。 

表 6.8.2-1 サシバとハヤブサに係る調査結果 

1) サシバ 

 サシバは、環境影響評価時において事業地から北西に稜線を一つ越えた約 800ｍ

の樹林地に営巣地が確認されており、事業地を含む谷部の樹林地では確認されなか

った。 

供用時の事後調査において、事業地周辺での利用は確認されなかったが、事業地

から北西へ約 1,000m 離れた樹林地内での営巣と雛 3 羽の存在が確認された。 

 本種は、事業地が存在する谷地形部の樹林環境を利用することはないが、環境影

響評価時と同様、事業地から北西に稜線を一つ越えた谷部の樹林環境を利用してい

ることが確認された。 

2) ハヤブサ 

ハヤブサは、環境影響評価時に事業地から北東へ約 300ｍ離れた採石場の崖地に

おいて、営巣が確認された。 

工事中の事後調査において、本種の飛翔が確認されたものの、当該営巣地の利用・

繁殖は確認されなかった。 

供用時の事後調査において、工事中と同様、本種の飛翔が 1 例確認されたが、当

該営巣地の利用・繁殖は確認されなかった。 

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 54例 北西約800ｍの樹林 営巣木確認、繁殖失敗

事後調査
（供用時）

平成30年度
（5～8月）

23例
事業地北西
約1kmの樹林

営巣木確認（雛3羽及
び幼鳥の巣立ちを確
認）

環境影響評価時 平成24年度 49例
北東約300ｍの採石
場崖地

営巣地確認、繁殖失敗

事後調査
（供用時）

平成30年
（2～7月）

1例 事業地南側 利用、繁殖なし

調査対象種

ハヤブサ

サシバ

環境影響評価段階 調査時期
確認状況

猛禽類
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(2) 典型性 

1) カヤネズミ 

カヤネズミは、環境影響評価時において事業地内外のススキやチガヤ等の高茎草

本植物に多くの球巣を作っているのが確認されている。 

供用時の事後調査において、事業地外の放棄水田内や水田脇のススキ草地に本種

の古巣が 12 個、事業地内南西部の草地に古巣が 3 個、合計 15 個が確認された（表

6.8.2-2 参照）。 

本種の生息環境は、事業により事業地内の一部の生息環境は消失したが、事業地

内の残存草地や事業地外の草地環境において本種の生息環境は維持され、球巣も確

認されていることから、事業による本種への影響は小さいものと考える。 

表 6.8.2-2 カヤネズミの調査結果 

2) シュレーゲルアオガエル 

シュレーゲルアオガエルは、環境影響評価時において、事業地内外の水路、湿地

やため池で多くの個体が確認されている。 

供用時の事後調査では、事業地内の調整池や南西部の湿地等で 4 箇所 42 個体が確

認された。 

なお、事業地外においては、ため池、水田、休耕田内の湿地等 10 箇所 82 個体が

確認された（表 6.8.2-3 参照）。 

事後調査の結果、事業地内の湿地環境の消失や水路の付替に伴い生息環境が減少

したが、事業地外のため池、湿地において生息環境は維持され、多くの個体が確認

されている。また、事業地内の調整池や残存する草地内の湿地部にも、本種の生息

個体が多数確認されていることから、事業による影響は小さいものと考える。 

表 6.8.2-3 シュレーゲルアオガエルの調査結果 

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 多数
改変地、非改変地
の水路、湿地、た
め池

改変地及び非改変地
の水路、湿地、ため池
で多くの個体が確認さ
れた。

 4箇所、42個体 事業地内

10箇所、82個体 事業地外

調査対象種 環境影響評価段階 調査時期
確認状況

両生類
シュレーゲル
　アオガエル

　湿地等の水溜まりが
存在する箇所に普通に
確認される。

事後調査
(供用時)

平成30年度
(4月)

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 42巣 改変地、非改変地

1箇所、3巣 事業地内

5箇所、12巣 事業地外

調査対象種 環境影響評価段階 調査時期
確認状況

哺乳類

　ススキやオギの多年
生草本の草地がまと
まって存在する場所に
本種の巣が確認されて
いる。

事後調査
(供用時)

平成30年度
(10月)

カヤネズミ
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3) トンボ群集 

トンボ群集は、環境影響評価時（環境別のラインセンサス調査）において 23 種

184 個体が確認されている。多くの個体が確認されている環境は、ため池（15 種 89

個体）、放棄水田（6 種 60 個体）であった（表 6.8.2-4 参照）。 

供用時の事後調査の結果、12 種 68 個体が確認された。 

事業により改変された D1（水路：改変）、D3（草地：改変）では、種数、個体数

ともに少なかった。一方、多くの個体が確認されている環境は、環境影響評価時と

同様、ため池と放棄水田であった。 

事業により事業地内の一部の放棄水田、水路等の生息環境が消失したが、主要な

生息環境となるため池と事業地西側の谷部の放棄水田は残存しており、トンボ類は

これらの環境を利用するものと考える。 

表 6.8.2-4 トンボ群集の環境別確認状況

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

アセス
時 Ｈ30

1 アオイトトンボ科 ホソミオツネントンボ 37 37
2 イトトンボ科 キイトトンボ 10 1 11
3 クロイトトンボ 20 1 20 1
4 カワトンボ科 アサヒナカワトンボ 1 1 2
5 ヤンマ科 マルタンヤンマ 1 7 1 7
6 クロスジギンヤンマ 2 1 3
7 ギンヤンマ 5 2 5 2
8 ミルンヤンマ 1 1
9 サナエトンボ科 ダビドサナエ 1 1
10 オニヤンマ科 オニヤンマ 1 1 1 1 1 3
11 トンボ科 ショウジョウトンボ 1 3 1 1 4
12 コフキトンボ 1 1
13 ヨツボシトンボ 2 2
14 ハラビロトンボ 2 1 12 15
15 シオカラトンボ 4 5 2 1 5 2 3 16
16 シオヤトンボ 2 6 8
17 オオシオカラトンボ 1 3 3 4 5 4 12
18 ウスバキトンボ 2 2 1 1 3 3
19 コシアキトンボ 1 1
20 チョウトンボ 1 4 5
21 マユタテアカネ 1 5 6
22 アキアカネ 1 1
23 ヒメアカネ 1 12 6 7 36 1 63
24 ネキトンボ 2 1 2 2 3
25 ベニトンボ 1 3 3 1

9 8 13 9 11 2 89 32 60 16 1 1 1 0 184 68
7 4 2 3 4 2 15 8 6 7 1 1 1 0 23 12

D7
落葉広葉樹
林-林内

D4
ため池

D5
放棄水田

D6
落葉広葉樹
林-林縁

合計
個体数

合計
個体数
種数

No. 科　名 種　名
D1

水路(改変)

D2
水田

D3
草地(改変)

（注）1.アセス時：環境影響評価時の調査を示す。 

2.網掛け：合計個体数、種数及び個体数・種数の多く見られる環境を示す。 
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(3) 特殊性（ため池の水生生物群集） 

環境影響評価時に、事業地外のため池の水生生物として、ミズオオバコ、サガミト

リゲモ等の重要種または注目種が確認されている。供用時の事後調査の結果、植物（ミ

ズオオバコ、サガミトリゲモ）以外のすべての種の生息が確認された（表 6.8.2-5～

6.8.2-6 参照）。 

ただし、調査対象である事業地内の素掘り水路は、平成 30 年 7 月西日本豪雨に伴う

土砂崩れにより消失したため、今後、アカハライモリ、トノサマガエル等の水生生物

の生息環境として、事業地内の同場所に素掘り水路を復元する計画である。 

表 6.8.2-5 ため池の水生生物群集調査結果 

項目 重要種または注目種 環境影響評価時 
事後調査 

(供用時) 

植 物 ミズオオバコ ○  

 サガミトリゲモ ○  

両生類 アカハライモリ ○ ○ 

 トノサマガエル ○ ○ 

 シュレーゲルアオガエル ○ ○ 

爬虫類 ニホンイシガメ ○ ○ 

昆虫類 マルタンヤンマ ○ ○ 

 ヨツボシトンボ ○ ○ 

 マルチビゲンゴロウ ○ ○ 

 ミズスマシ ○ ○ 

 ガムシ ○ ○ 

 （注）○：確認されたことを示す。 
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表 6.8.2-6 ため池の水生生物群集の調査結果 

個体数等 確認場所 状　　況

環境影響評価時 平成24年度 多数
ため池
北側・南側角

事後調査
(供用時)

平成30年度
確認
されず

―

環境影響評価時 平成24年度 多数
ため池
北側角

事後調査
(供用時)

平成30年度
確認
されず

―

環境影響評価時 平成24年度 多数 ため池、水路、湿地

事後調査
(供用時)

平成30年度

①5月10個体
　7月5個体
②5月40個体
③5月20個体
　7月3個体

①ため池(事業地外)

②素掘り水路
③調整池(事業地内)

環境影響評価時 平成24年度 初夏5個体 ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度

①5月3個体
　7月2個体
②5月3個体
③5月2個体

①ため池(事業地外)

②素掘り水路
③調整池(事業地内)

環境影響評価時 平成24年度 16～20個体 ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度

①5月4個体
　7月2個体
②5月4個体
③5月5個体

①ため池(事業地外)

②素掘り水路
③調整池(事業地内)

環境影響評価時 平成24年度 2例（1個体） ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度 8月1個体 ため池

環境影響評価時 平成24年度 1個体 ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度 7月7個体 ため池

環境影響評価時 平成24年度 2個体 ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度
①5月5個体
②5月2個体

①ため池(事業地外)
②素掘り水路

環境影響評価時 平成24年度 1個体 ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度
①7月11個体
　8月10個体
②5月1個体

①ため池(事業地外)

②素掘り水路

環境影響評価時 平成24年度 1個体 ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度 5月2個体 ため池

環境影響評価時 平成24年度
8月1個体
10月1個体

ため池

事後調査
(供用時)

平成30年度 8月1個体 ため池

ガムシ

ヨツボシトンボ
　本種は、ため池で概
ね経年的に確認されて
いる。

マルチビ
　ゲンゴロウ

　本種は、ため池で経
年的に確認されてい
る。

マルタンヤンマ

ニホンイシガメ
本種は、ため池で経

年的に1個体が確認さ
れている。

調査対象種

　本種は、ため池で経
年的に確認されてい
る。

ミズオオバコ

　ヒシやヒマガマの生
育、土砂流入等による
生育環境の変化が確認
された。

サガミトリゲモ

　過年度生育箇所周辺
では、ヒシが繁茂して
いる状況が確認され
た。

植
物

爬
虫
類

昆
虫
類

両
生
類

た
め
池
の
水
生
生
物
群
集

　本種は、ため池で経
年的に確認されている
が、個体数は多くな
い。

環境影響評価段階 調査時期
確認状況

アカハライモリ
本種はため池のほ

か、水路・河川におい
て普通に見られる。

トノサマガエル
本種は、ため池で経

年的に確認されてい
る。

シュレーゲル
　アオガエル

本種は、ため池で経
年的に確認されている
ほか、周辺の湿地、水
のたまり場で確認され
る。

ミズスマシ

　本種は、ため池で経
年的に確認されてお
り、生息環境は維持さ
れている。
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6.9 景 観 

6.9.1 調査概要 

表 6.9.1-1 調査概要 

項 目 内  容 

調査項目 主要な眺望景観の改変の程度 

調査地点 事業地周辺 2 地点（図 6.9.1-1 参照） 

調査時期 
計画施設の運転が通常の状態となった時期 

（落葉季：平成 29 年 11 月 9 日 繁茂季：平成 30 年 4 月 9 日）

調査方法 写真撮影により予測結果との整合性を確認する。 

図 6.9.1-1 景観調査地点位置図 
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6.9.2 調査結果 

事後調査結果の概要を表 6.9.2-1、予測結果と事後調査結果の写真比較を表 6.9.2-2、

6.9.2-3 に示す。 

表 6.9.2-1 事後調査結果の概要 

調査地点 環境影響評価時の予測結果 事後調査結果 

No.1 
遍路道 

現況は、田畑等の耕作地を主
体とした景観構成要素である。

将来は、施設の存在は大きく
視野に入り、眺望に変化がある
と予測される 

事業地が遍路道に隣接しているため、施
設が大きく視野に入る。ただし、木製フェ
ンスが目隠しとなり、眺望の変化をできる
限り低減させている。 

また、施設の外壁色は落ち着いた印象の
ベージュと茶系であるため、圧迫感の軽減
や清潔感の向上に配慮した色彩となって
いる。 

No.2 
事業地南西側 

現況は、計画地を直接視認で
きないが、煙突等の施設の上部
が視野に入り、眺望に変化があ
ると予測される。 

資材置き場を隔て、煙突頭頂部が視認で
きる。ただし、樹木等にさえぎられるため、
その視認の程度は予測結果よりも小さく
なっている。 

また、この地点付近には常に人が住んで
いる民家はなく、走行車両からは通過する
だけの眺望視点である。 

(注)予測結果：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」 

（平成 26 年 8 月、宇和島市） 
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表 6.9.2-2 事後調査結果（No.1 遍路道） 

繁茂季 落葉季 

予

測

結

果

事

後

調

査

結

果

表 6.9.2-3 事後調査結果（No.2 事業地南西側） 

繁茂季 落葉季 

予

測

結

果

事

後

調

査

結

果

(注)予測結果：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」
（平成 26 年 8 月、宇和島市） 

(注)予測結果：「宇和島地区広域熱回収施設等整備事業に伴う環境影響評価 評価書」
（平成 26 年 8 月、宇和島市） 
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第 7 章 環境保全措置 

7.1 工事中の実施状況 

工事中の環境保全措置の実施状況を整理した。 

表 7.1-1 環境影響評価で示された工事中の環境保全措置一覧を示すとともに、

各措置事項に対する対応を示した。 



7-2 

表 7.1-1 工事中の環境保全措置（1） 

項 目 区 分 細 分 番号 評価書記載事項 実施有無 対応内容 

大気質 工事中 

造成等の施工 

1 工事の実施時は、適度な散水を行い、粉じんの発生を防止する。 〇 散水の実施 

2 工事の実施時は、必要に応じて仮囲いを設置し、粉じんの発生を防止する。 〇 仮囲いの実施 

3 造成裸地の早期緑化に努め、粉じんの発生を防止する。 〇 早期緑化の実施 

4 洗車設備を設置し、工事用車両などの洗車を徹底し、道路沿道の環境保全に努める。 ○ 散水の実施 

建設機械の稼働
5 建設機械は、極力排ガス対策型(低公害型)の建設機械を使用する。 ○ 低排出型建設機械の使用 

6 建設機械は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

工事用資材等の
搬出入 

7 工事用車両は、速度や積載量等の交通規制を遵守する。 ○ 施工業者へ指導 

8 工事実施段階では、工事用車両が集中しないよう搬入時期・時間の分散化に努める。 ○ 施工業者へ指導 

9 工事関係者は極力相乗りとすることにより、出入り車両台数の抑制に努める。 ○ 施工業者へ指導 

10 工事用車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

11 工事用車両は、低公害車を積極的に導入するよう指導する。 〇 環境対策型の使用 

12 土砂の運搬車両については、タイヤに付着した泥等の除去に努める。 ○ 散水の実施 

騒音 工事中 

建設機械の稼働

13 建設機械は、極力低騒音型の建設機械を使用する。 ○ 低騒音型建設機械の使用 

14 建設機械は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

15 工事実施段階では建設機械の配置に配慮し、また、工事時期の集中を避け騒音の低減に努める。 ○ 施工業者へ指導 

16 工事実施段階では、必要に応じて仮囲いなどの騒音防止対策を実施する。 〇 お遍路道脇に仮囲い 

工事用資材等の
搬出入 

17 工事用車両は、速度や積載量等の交通規制を遵守する。 ○ 施工業者へ指導 

18 工事実施段階では、工事用車両が集中しないよう搬入時期・時間の分散化に努める。 ○ 施工業者へ指導 

19 工事実施段階では、工事用車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努める。 ○ 施工業者へ指導 

20 工事関係者は極力相乗りとすることにより、出入り車両台数の抑制に努める。 ○ 施工業者へ指導 

21 工事用車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

振動  

建設機械の稼働

22 建設機械は、極力低振動型の建設機械を使用する。 〇 低振動型建設機械の使用 

23 建設機械は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

24 工事実施段階では建設機械の配置に配慮し、また、工事時期の集中を避け騒音の低減に努める。 ○ 施工業者へ指導 

工事用資材等の
搬出入 

25 工事用車両は、速度や積載量等の交通規制を遵守する。 ○ 施工業者へ指導 

26 工事実施段階では、工事用車両が集中しないよう搬入時期・時間の分散化に努める。 ○ 施工業者へ指導 

27 工事実施段階では、工事用車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努める。 ○ 施工業者へ指導 

28 工事関係者は極力相乗りとすることにより、出入り車両台数の抑制に努める。 ○ 施工業者へ指導 

29 工事用車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、運転手への指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

   30 降雨時に発生する濁水は沈砂池で滞留させ、自然沈降後の上澄み水を放流する。 〇 
B、C 流域のみ設置。A 流域は濁水の域外流出がほと
んどなく、また、適宜 B 流域の沈砂池に移送するこ
とで対応した。 

 工事中  31 
造成範囲（開発区域）外の雨水等が沈砂池に流入することがないよう、側溝や土嚢などを設置して、造成
範囲内の雨水と分離する。 

〇 仮盛土を行った場所では、土留め柵を設置した。 

   32 
造成範囲内の雨水は仮設ポンプを用いるなどにより適切に沈砂池へ導水し、造成範囲外の雨水は、必要に
応じて浸透ます等により適切に処理する。 

○ 
流末に自然流下により集水されるよう仮設調整池を
配置した。なお、ポンプによる排水は必要なかった。

水質  造成工事 33 
特に濁水の発生が予想される激しい降雨時には、シート等による裸地の被覆（ビニールシート工事）を実
施し、濁水の発生を防止する。 

〇 
造成後の転圧により濁水発生を抑える対策ととも
に、ビニールシートによる被覆を行った。 

   34 沈砂池の堆砂は、定期的に除去して、沈砂池の機能を確保する。 〇 沈砂池を設置したのち、調整池を施工した。 

   35 工事関係車両が工事現場を出る際には、タイヤに付着した土砂を洗い流すなど十分注意する。 ○ 散水の実施 

   36 造成後の裸地平面部分については、砕石や鉄板等を敷き、濁水の発生を防止する。 〇 平面部造成後は適宜転圧を図り濁水軽減を図った。 

   37 
工事中の降雨時において、造成範囲から発生する濁水については、沈砂池出口で定期的な事後調査を実施
することにより、放流先河川への影響を最小限にとどめる。なお、発生する濁水が著しく濁っている場合
については、新たな環境保全措置を講じることとする。 

○ 
事後調査を実施。著しい濁りは発生しておらず、当
初対策の有効性を確認した（水質調査結果）。 

  38 
降雨時に発生する濁水は可能な限り早期に沈砂池を設置し、滞留させ、自然沈降後の上澄み水を放流する。
計画地周辺に生息する水生動物、特にアカハライモリへの影響を軽減する。 

○ 

B、C 流域のみ設置。A 流域は濁水の域外流出がほと
んどなく、また、適宜 B 流域の沈砂池に移送するこ
とで対応した。 
改変により消失する湿地に生息するアカハライモリ、
シユレーゲルアオガエル等の動物の移植を行った。 

動物 工事中 39 
特に濁水の発生が予想される激しい降雨時には、シート等による裸地の被覆（ビニールシート工事）を実
施する。 

〇 
造成後の転圧により濁水発生を抑える対策ととも
に、ビニールシートによる被覆を行った。 

 40 
工事の際に資材置場や残土置場、あるいは駐車スペース等として、計画地以外の範囲での土地利用や不必
要な草刈や樹木の伐採等の環境改変を行わないよう、現場作業員に徹底する。 

○ 施工業者へ指導 
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表 7.1-1 工事中の環境保全措置（2） 

項 目 区 分 番号 評価書記載事項 実施有無 対応内容 

植 物 工事中 

41 降雨時に発生する濁水は可能な限り早期に沈砂池を設置し、滞留させ、自然沈降後の上澄み水を放流する。 ○ 

B、C 流域のみ設置。A 流域は濁水の域外流出がほと

んどなく、また、適宜 B 流域の沈砂池に移送するこ

とで対応した。 

42 
特に濁水の発生が予想される激しい降雨時には、シート等による裸地の被覆（ビニールシート工事）を実施

する。 
〇 

造成後の転圧により濁水発生を抑える対策ととも

に、ビニールシートによる被覆を行った。 

43 
工事の際に資材置場や残土置場あるいは駐車スペース等として、計画地以外の範囲での土地利用や不必要な

草刈や樹木の伐採等の環境改変を行わないよう現場作業員に徹底する。 
○ 施工業者へ指導 

44 
計画地内の改変区域での生育が確認された重要種タウコギについては、計画地内の非改変区域の湿地への移

植を行う。 
○ 

平成 26 年の 8 月、10 月の現地調査において、移植

対象種のタウコギは確認されなかった。 

このため、専門家の意見により、生育していた箇所

の土壌を採取し、プランター10 個に移植を行い、発

芽を観察することとした。 

その観察結果から、本種の発芽は認められなかった。

45 
個体そのものを移植した場合でも、秋季に種子を採取し、翌年の春季に移植先の表土を軽く掻き均したうえ

で播種することとする。 
○ 上記同様 

46 

移植時期や場所など方法については、専門家に意見聴取のうえ実施し、移植の成功率を上げるため、工事工

程に合わせた複数の移植方法（10～11 月は種子採取、翌 3～4 月種蒔。7 月～9 月は株を移植。1～6 月及び

12 月は表土移植（表土深さ 15cm 程度をはがし、移植先の湿地上に安置。造成跡地に播く場合は、表土が乾

燥しないように保管し、造成後湿り気のある環境を創出後安置。））を実施する。 

〇 上記同様 

生態系 工事中 

47 

降雨時に発生する濁水は可能な限り早期に沈砂池を設置し、滞留させ、自然沈降後の上澄み水を放流する。

計画地周辺に水生生物群集、特に河川や水路で確認された流水性のトンボ類の幼虫（ヤゴ）への影響を軽減

する。 

○ 

B、C 流域のみ設置。A 流域は濁水の域外流出がほと

んどなく、また、適宜 B 流域の沈砂池に移送するこ

とで対応した。 

改変により消失する湿地に生息するアカハライモリ、

ヤゴ等の動物の移植を行った。 

48 
特に濁水の発生が予想される激しい降雨時には、シート等による裸地の被覆（ビニールシート工事）を実施

する。 
〇 

造成後の転圧により濁水発生を抑える対策ととも

に、ビニールシートによる被覆を行った。 

49 
工事の際に資材置場や残土置場、あるいは駐車スペース等として、計画地以外の範囲での土地利用や不必要

な草刈や樹木の伐採等の環境改変を行わないよう、現場作業員に徹底する。 
○ 施工業者へ指導 

廃棄物等 工事中 50 
残土については、計画地内での利用に努める。不足する土量については、公共事業における残土などを調達

し、計画地内で適切に再利用することを基本として、再資源化を図る。 
○ 発生土の区域内利用を実施した。 

温室効果 

ガス等 
工事中 

51 建設機械及び工事用資材等は、始業点検を励行することによる適切な維持管理や運行管理を厳守する。 ○ 施工業者へ指導 

52 建設機械及び工事用資材等は、適時、アイドリングストップを励行する。 ○ 施工業者へ指導 

53 工事用資材等の過積載防止の指導を徹底する。 ○ 施工業者へ指導 

54 
工事用資材等の走行に当たっては、制限速度の遵守、安全運転の励行、急発進・急加速・急ブレーキの自粛

等の推進を徹底する。 
○ 施工業者へ指導 

55 植栽を施すなどの緑化により、二酸化炭素の吸収量の増加に努める。 〇 実施した。 
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7.2 供用時の実施状況 

供用時の環境保全措置の実施状況を整理した。 

表 7.2-1 環境影響評価で示された供用時の環境保全措置一覧を示すとともに、

各措置事項の対応を整理した。 
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表 7.2-1 供用時の環境保全措置（1） 

項 目 区 分 細 分 番号 評価書記載事項 
実施 
有無 

対応内容 

大気質 供用時 

施設の稼働 

1 
焼却施設からの排出ガスは、大気汚染防止法等で規制されている排出基準を踏まえた
本施設の自主規制値を設定し遵守する。 

○ 地元との公害防止協定に基づき管理している。 

2 
排出ガス中の窒素酸化物、硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素などの連続測定により適
切な運転管理を行う。 

○ 中央制御室にて管理を行っている。 

3 燃焼室ガス温度、集じん器入口温度の連続測定装置の設置により適切な焼却管理を行う。 ○ 中央制御室にて管理を行っている。 

4 排出ガス中の大気汚染物質の濃度は、定期的に測定し結果を公表する。 ○ 
年に 2 回の頻度で測定を行い、宇和島地区広域事務組合ホ
ームページで公表している。 

廃棄物の搬出入 

5 廃棄物運搬車両は、速度や積載量等の交通規制を遵守する。 ○ 
一般道での規制速度遵守の周知、計量棟での積載量管理を
行っている。 

6 
通勤通学時間帯は、廃棄物運搬車両が集中しないよう時間の分散化に努めるとともに
通学児童に配慮した搬入ルートを設定する。 

○ 
搬入時間は午後 1 時～4 時 30 分とし、搬入ルートは通学児
童に配慮した運行を行っている。 

7 廃棄物運搬車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努める。 ○ 
国道 56 号からの入口は、宇和島市街方面からと津島地区方
面からの 2 ルートと、三浦東地区からの 1 ルートの計 3 ル
ートとし、分散化を図っている。 

8 
廃棄物運搬車両は、運転する際に必要以上の暖機運転(アイドリング)をしないよう、
運転手への指導を徹底する。 

○ 搬入関係者に周知している。 

9 廃棄物運搬車両及び事務車両は、低公害車の導入を検討する。 ○ 
今後更新する廃棄物運搬車両及び事務車両について、低公

害車の導入を検討する。 

騒 音 供用時 

施設の稼働 

10 
大きな騒音の発生源である通風機等は、発生音が直接外壁に到達しないように専用室
に設置する。 

○ 
専用室に配置している。施設稼働時の騒音調査結果では、
事業地敷地境界にて規制基準を満足している。 

11 騒音の発生源周辺では、壁面の吸音処理や低騒音型機器を設置する。 ○ 
壁内側に、吸音材を敷設している。また、空気圧縮機等低
騒音型機器を採用している。 

12 
実施設計段階では、騒音の発生源となる機器を敷地境界から離した位置に設置するよ
う検討する。 

○ 建物自体を至近集落から離れた事業地内に配置している。 

13 日常点検等の実施により、設備の作動を良好な状態に保つ。 ○ 
施設管理業者による日常・月次点検及び週例・月例の連絡
会を日々、実施している。 

廃棄物の搬出入 

14 廃棄物運搬車両は、速度や積載量等の交通規制を遵守する。 ○ 
一般道での規制速度遵守の周知、計量棟での積載量管理を
行っている。 

15 
通勤通学時間帯は、廃棄物運搬車両が集中しないよう搬入時間の分散化に努めるとと
もに通学児童に配慮した搬入ルートを設定する。 

○ 
搬入時間は午後 1 時～4 時 30 分とし、搬入ルートは通学児
童に配慮した運行を行なっている。 

16 廃棄物運搬車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努める。 ○ 
国道 56 号からの入口は、宇和島市街方面からと津島地区方
面からの 2 ルートと、三浦東地区からの 1 ルートの計 3 ル
ートとし、分散化を図っている。 

振 動 供用時 

施設の稼働 

17 
破砕機、送風機等の振動を発生する機器は、設置部の駆体構造の強化や、防振ゴムの
設置等の防振対策を実施する。 

○ 
振動を発生する機器は強固なコンクリート基礎上に設置し
ている（破砕機や蒸気タービンは独立基礎）また、大型の
送風機には防振ゴムを設けている。 

18 
実施設計段階では、振動の発生源となる機器を敷地境界から離した位置に設置するよ
う検討する。 

○ 建物自体を至近集落から離れた事業地内に配置している。 

19 日常点検等の実施により、設備の作動を良好な状態に保つ。 ○ 施設管理業者による日常点検を実施している。 

廃棄物の搬出入 

20 廃棄物運搬車両は、速度や積載量等の交通規制を遵守する。 ○ 
一般道での規制速度遵守の周知、計量棟での積載量管理を
行っている。 

21 
通勤通学時間帯は、廃棄物運搬車両が集中しないよう搬入時間の分散化に努めるとと
もに通学児童に配慮した搬入ルートを設定する。 

○ 
搬入時間は午後 1 時～4 時 30 分とし、搬入ルートは通学児
童に配慮した運行を行なっている。 

22 廃棄物運搬車両が集中しないよう搬入ルートの分散化に努める。 ○ 
国道 56 号からの入口は、宇和島市街方面からと津島地区方
面からの 2 ルートと、三浦東地区からの 1 ルートの計 3 ル
ートとし、分散化を図っている。 
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表 7.2-1 供用時の環境保全措置（2） 

項 目 区 分 細 分 番号 評価書記載事項 
実施 
有無 

対応内容 

悪 臭 供用時 

煙突排出ガス 23 
触媒脱硝法としてアンモニアを使用する場合は、必要に応じて排出ガス中のアンモニア
濃度の連続測定を実施する。 

－ 
本施設では触媒脱硝法を採用しておらず、アンモニアは
使用していない。 

施設からの漏洩 

24 
ごみピットは、外部との開口部を必要最小限にするため投入扉を設置し、臭気の漏洩を
防止する。 

○ 投入扉を設置している。

25 
プラットホーム出入口にはエアカーテンを設置することにより臭気の漏洩を防止する。
また、プラットホームの清掃も適宜実施する。 

○ プラットホーム出入口にはエアカーテンを設置してい
る。また、適宜、清掃を行っている。

26 全炉休止時における脱臭設備を設置して悪臭の漏洩防止を実施する。 ○ 脱臭設備を設置して対応を図っている。

27 
ごみピットから発生する臭気は、燃焼空気としてピット内から吸引することにより、ピ
ット内を負圧に保ち臭気が外部に漏れることを防止する。 

○ 燃焼システムとして稼働している。 

28 廃棄物運搬車両は適宜洗車を行い、外部への臭気の漏洩を防止する。 ○ 洗車場を設置し、適宜洗車を行っている。 

29 敷地内の道路は、適宜清掃を行い、臭気の漏洩を防止する。 ○ 適宜、清掃を行っている。 

地形及び 
地質 

供用時 

地形の改変 

30 
山地にくい込む施工（切土を発生させる計画）は、山間部の自然保護の観点も踏まえて
避け、平場を中心とした範囲とすることとした。 ○ 山間部の自然保護を踏まえた最小限の改変とした。 

31 切土量の低減だけでなく、計画造成高を低くすることにより盛土の量も減少させた。 ○ 計画造成高を低くした。 

32 
遍路道より南側に、主要な施設である「熱回収施設」及び「リサイクル施設」を配置す
ることとし、計画範囲内に遍路道が通過する場合でも、その道筋は変更しないこととし
た。 

○ 

遍路道より南側に「熱回収施設」及び「リサイクル施設」
を配置した。また、遍路道の道筋の変更はないが、道の
拡幅と休憩場を設けた。 

土壌浸食及び流
出 

33 
擁壁による法面保護、安定勾配による設計、植生による法面等により土壌の浸食、流出
を防止する。 ○ 擁壁及び植生の法面保護を行った。 

地下水による地
盤の不安定化 

34 液状化対策を講じることとする。遮水性の高い土留め工法の採用 ○ 
水位が高くないため、土留め工法ではなく、オープンカ
ット工法を採用した。 

35 地下構造物の設置の際の掘削にあたっては、遮水性の高い土留工法を採用する。 ○ 
水位が高くないため、土留め工法ではなく、オープンカ
ット工法を採用した。 

土壌汚染 供用時 

36 
焼却施設からの排出ガスについて、大気汚染防止法で規制されている排出基準を踏まえ
た自主規制値を遵守する。 

○ 
平成 30 年の排ガス調査結果は、自主規制値を満足して
いる。 

37 焼却ガス温度、集じん器入口温度の連続測定装置の設置により適切な焼却管理を行う。 ○ 中央制御室監視モニターにて管理を行っている。 

38 排ガス中の大気汚染物質の濃度は、定期的に測定し結果を公表する。 ○ 

自動計測器にて常時監視を行っている。 
また、結果については、施設内のモニターに常時表示し
ている。 

動 物 供用時 

39 
多くの重要種の生息が確認されているため池に隣接する湿地及び草地環境については、
可能な限り改変せず、影響を回避または低減することとする。 ○ 

ため池に隣接する事業地内の湿地は乾燥化が進行した
ため、簡易なため池を造成したが、平成 30 年 7 月豪雨
の災害に伴う土砂に覆われて消滅した。今後、再造成の
計画をしている。また、草地環境は維持されているが、
セイタカアワダチソウ群落の分布が拡大している。 

40 造成後の一時的な遊休地では、早期に緑化整備する。 ○ 早期の緑化整備に努めた。 

41 
緑化の目標環境としては、事業によって消失する割合の大きい湿地及び草地環境とす
る。 ○ 

ため池に隣接する事業地内の湿地部に簡易なため池を
造成したが、豪雨災害により消滅した。今後、再造成の
計画をしている。 

42 
緑化にあたっては、地域遺伝子の保全のため、外国産や遠隔地の苗木や種子を使用せず、
愛媛県内産の苗木や種子を用いるよう努めることとする。 ○ 緑化に際しては、国内産の苗木や種子を用いた。 
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表 7.2-1 供用時の環境保全措置（3） 

項 目 区 分 番号 評価書記載事項 
実施 
有無 

対応内容 

植 物 供用時 

43 移植した個体の生育状況についてモニタリングを実施する。 － 

工事前・工事中において、保全対象のタウコギの個体が確
認されなかったため、移植は行っていない。なお、環境影
響評価の調査時に確認された場所の土壌を保全して、発芽
管理を行ったが、発芽は見られなかった。 

44 造成後の一時的な遊休地では、早期に緑化整備する。 ○ 造成地裸地には早期の緑化整備を行った。 

45 
遊休地の緑化の目標環境としては、事業によって消失する割合の大きい湿地及び草地環
境とする。湿地では、クサヨシやアゼスゲ等、草地ではススキやチガヤ等を中心に計画
地内に生育する植物群落を可能な限り復元することとする。 

○ 
ため池周辺の草地に一時的にススキ群落が復元したが、そ
の後の植生遷移やセイタカアワダチソウの分布拡大によっ
てススキ群落は衰退傾向にある。 

46 
緑化にあたっては、地域遺伝子の保全のため、外国産や遠隔地の苗木や種子を使用せず、
愛媛県内産の苗木や種子を用いるよう努めることとする。 

○ 緑化に際しては、国内産の苗木や種子を用いた。 

生態系 供用時 

47 
典型性の注目群集であるトンボ類群集や、特殊性の注目群集であるため池の水生生物群
集の重要な生息地であるため池に隣接する湿地及び草地環境については、可能な限り改
変せず、影響を回避または低減することとする。 

○ 

ため池に隣接する事業地内の湿地は乾燥化が進行したた
め、簡易なため池を造成したが、平成 30 年 7 月豪雨の災害
に伴う土砂に覆われて消滅した。今後、再造成の計画をし
ている。また、草地環境は維持されているが、セイタカア
ワダチソウ群落の分布が拡大している。 

48 造成後の一時的な遊休地では、早期に緑化整備する。 ○ 造成地裸地には早期の緑化整備を行った。 

49 
緑化の目標環境としては、事業によって消失する割合の大きい湿地及び草地環境とす
る。 

○ 

ため池に隣接する事業地内の湿地は乾燥化が進行したた
め、簡易なため池を造成したが、平成 30 年 7 月豪雨の災害
に伴う土砂に覆われて消滅した。今後、再造成の計画をし
ている。また、草地環境は維持されているが、セイタカア
ワダチソウ群落の分布が拡大している。 

50 
緑化にあたっては、地域遺伝子の保全のため、外国産や遠隔地の苗木や種子を使用せず、
愛媛県内産の苗木や種子を用いるよう努めることとする。 

○ 緑化に際しては、国内産の苗木や種子を用いた。 

景 観 供用時 

51 周囲環境との調和を持たせるようなデザインとする。 ○ 
施設の外壁は、アイボリーと茶系統の 2 色で統一して目立
った配色を避け、周辺環境との調和を持たせたデザインと
している。 

52 計画地に隣接している遍路道に配慮した計画を検討する。 ○ 
遍路道との境界に木製フェンスを設置し、人工構造物の視
認影響を緩和するとともに、反対側の樹林環境との調和を
図っている。 

53 
ごみ処理施設のイメージアップを図るため、圧迫感の軽減や清潔感の向上に配慮した建
物と機能を持たせた意匠（デザイン）を計画する。 

○ 
施設の外壁は、アイボリーと茶系統の 2 色で統一して目立
った配色を避け、圧迫感の軽減や清潔感の向上を目指した
デザインとしている。 

54 
遍路道沿いについては、木製フェンス等を採用するなど、特に自然と調和した歴史的景
観の保持に努める。 

○ 遍路道との境界に木製フェンスを設置した。 

55 
遍路道沿いには高木を列状に植栽し、これらの高木の間には低木を配置し、人の目線高
の目隠しとしての機能を持たせる。 

○ 
遍路道沿いの木製フェン内側の植栽は、出入り口付近に中
木の植樹を行った。目隠しとしては、木製フェンスで十分
その機能を果たしている。 

56 
関連施設と遍路道との間は緑地帯や構内道路等を設けて 5ｍ以上離すこととし、施設か
らの圧迫感を和らげるよう努める。 

○ 
遍路道とは緑地帯や構内道路等を設けて 5ｍ以上離して圧
迫感を緩和させている。 
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表 7.2-1 供用時の環境保全措置（4） 

項 目 区 分 番号 評価書記載事項 
実施 
有無 

対応内容 

人と自然と
の触れ合い 

供用時 

57 周囲環境との調和を持たせるようなデザインとする。 ○ 
施設の外壁は、アイボリーと茶系統の 2 色で統一して目立
った配色を避け、周辺環境との調和を持たせたデザインと
している。 

58 計画地に隣接している遍路道に配慮した計画を検討する。 ○ 

遍路道との境界に木製フェンスを設置し、人工構造物の視
認影響を緩和するとともに、反対側の樹林環境との調和を
図っている。 

59 
ごみ処理施設のイメージアップを図るため、圧迫感の軽減や清潔感の向上に配慮した建
物と機能を持たせた意匠（デザイン）を計画する。 ○ 

施設の外壁は、アイボリーと茶系統の 2 色で統一して目立
った配色を避け、圧迫感の軽減や清潔感の向上を目指した
デザインとしている。 

60 
遍路道沿いについては、木製フェンス等を採用するなど、特に自然と調和した歴史的景
観の保持に努める。 ○ 遍路道との境界に木製フェンスを設置した。 

61 
遍路道沿いには高木を列状に植栽し、これらの高木の間には低木を配置し、人の目線高
の目隠しとしての機能を持たせる。 ○ 

遍路道沿いの木製フェン内側の植栽は、出入り口付近に中
木の植樹を行った。目隠しとしては、木製フェンスで十分
その機能を果たしている。 

62 
関連施設と遍路道との間は緑地帯や構内道路等を設けて 5ｍ以上離すこととし、施設か
らの圧迫感を和らげるよう努める。 ○ 

遍路道とは緑地帯や構内道路等を設けて 5ｍ以上離して圧
迫感を緩和させている。 

廃棄物等 供用時 

63 
焼却灰の処理は外部の資源化施設にてセメント原料化等へ再利用することで、マテリア
ルリサイクルの推進と最終処分量の削減との両立を目指す。 ○ 焼却灰はセメント業者へ引取りを行い、再資源化している。

64 
焼却残さ（焼却灰、飛灰等）の搬出は、飛散防止のために覆い等を設けた適切な運搬車
両を用いる。 ○ 天蓋付ダンプで、施設内にて幌布で覆って搬送している。 

65 施設の能力を十分発揮できるよう、適切な維持管理に努める。 ○ 
環境センター及び施設管理会社において、日々、維持管理
に努めている。 

温室効果
ガス等 

供用時 

66 ごみの排出量を削減するとともに、資源化率の向上を図る。 ○ 
鉄類及びアルミ類の資源物を回収し、リサイクル率の向上
を図っている。 

67 計画施設に設置する各機器は可能な限り省電力型のものを採用する。 ○ 
設置機器等は、メーカーによる最新の省電力型の機器を採
用している。（高効率モータの採用等） 

68 
大型の窓やトップライトを設けることにより積極的に自然採光を取り入れ、照明用電力
消費を極力少なくする。 ○ 

事務所 3F 通路側の窓ガラスを大型のものとし、自然採光を
取り入れている 

69 
緩衝緑地帯や場内の積極的な緑化の推進を行うとともに、建物屋上及び壁面等について
も緑化を推進することにより、室温の低減効果、建物への蓄熱抑制、冷房排熱の低減を
図る。 

○ 

場内の空き地や緩衝緑地帯の緑化を進めている。 
なお、建物屋上及び壁面等への緑化は、今後の整備を検討
している。 

70 
敷地内や屋上及び壁面を活用して、太陽光発電パネルを設置し、自然エネルギーの活用
を図る。 ○ 

熱回収棟の屋上及び南壁面に太陽光パネルを設置してい
る。また、構内の外灯には太陽光と風力のハイブリッド照
明を採用している。 

71 廃棄物の搬出入車両は、始業点検を励行し適正な運行管理を厳守する。 ○ 搬入関係者に周知している。 

72 
廃棄物の搬出入車両の走行に当たっては、制限速度の遵守、安全運転の励行、急発進・
急加速・急ブレーキの自粛等の推進を徹底し、適時、アイドリングストップを励行する。 ○ 搬入関係者に周知している。 

73 施設設備の運用管理においては、各設備の管理標準を厳守する。 ○ 

各設備に係る運用・管理規定、手順等のマニュアルを作成
し、環境センター及び施設管理会社において、日々、管理
の徹底を図っている。 
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第 8 章 事後調査結果の総括 

8.1 環境影響評価との比較 

環境影響評価の結果と工事中並びに供用時の事後調査結果の比較整理を表

8.1-1 示す。 

なお、環境影響評価の結果は、事後調査計画に示された項目とした。 

環境影響評価の結果及び事後調査の実施時期は、下記のとおりである。 

◇環境影響評価の結果…平成 26 年（環境影響評価書） 

◇事後調査の結果…工事中の調査：平成 26 年～29 年 

供用時の調査：平成 29 年～30 年 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（1） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

大気質

《供用時の予測結果》 

◇施設の稼働 
・年平均濃度の予測結果（最大着地濃度

地点） 

・1 時間値の高濃度の予測結果（最大着
地濃度地点） 

◇廃棄物の搬出入 
廃棄物運搬車両の走行による浮遊粒子

状物質は 0.011～0.014mg/m3、二酸化窒素
は 0.0030～0.0044ppm と予測された。 

《供用時》 

◇施設の稼働（排ガス） 
◇ばいじん濃度は、1 号炉で 0.00096～0.0013g/m3

N（平
均 0.0011g/m3

N）、2 号炉で 0.00079～0.0012g/m3
N（平

均 0.0010g/m3
N）であり、排出基準の 0.08 g/m3

N 及
び自主規制値（地元との公害防止協定）の 0.01 g/m3

N

以下であった。 
◇硫黄酸化物濃度は、1 号炉で 7.7～11ppm（平均

9.6ppm）、2 号炉で 7.9～16ppm（平均 10ppm）であり、
自主規制値の 30ppm 以下であった。 

◇窒素酸化物濃度は、1 号炉で 56～100ppm（平均
82ppm）、2 号炉で 66～100ppm（平均 84ppm）であり、
排出基準の 250ppm 及び自主規制値の 150ppm 以下で
あった。 

◇塩化水素濃度は、1 号炉で 10～29mg/m3
N（平均

22mg/m3
N）、2 号炉で 13～66mg/m3

N（平均 37mg/m3
N）

であり、排出基準の 700mg/m3
N 及び自主規制値の

81.5mg/m3
N 以下であった。 

◇水銀濃度は、1 号炉で 0.39～0.45μg/m3
N（平均 0.42

μg/m3
N）、2 号炉で 0.21～0.30μg/m3

N（平均 0.26
μg/m3

N）であり、排出基準及び自主規制値の 50μ
g/m3

N 以下であった。 
◇ダイオキシン類濃度は、1 号炉で 0.000037～

0.00023ng-TEQ/m3
N（平均 0.00013ng-TEQ/m3

N）、2 号
炉 で 0.000047 ～ 0.00045ng-TEQ/m3

N （ 平 均
0.00021ng-TEQ/m3

N）であり、排出基準の 1 ng-TEQ/m3
N

及び自主規制値の 0.05 ng-TEQ/m3
N 以下であった。

◇廃棄物の搬出入（一般環境の大気質） 
一般環境 4 地区の四季調査結果を示す。 

◇二酸化硫黄の期間平均値は 0.001ppm、日平均値の最
高値は 0.002～0.003ppm、1 時間値の最高値は 0.003
～0.007ppm であった。 

◇浮遊粒子状物質の期間平均値は 0.017～ 0.019 
mg/m3、日平均値の最高値は 0.055～0.063mg/m3、1
時間値の最高値が 0.083～0.097mg/m3 であった。 

◇二酸化窒素の期間平均値は 0.002～0.004ppm、日平
均値の最高値は 0.004～0.006ppm であった。 

◇ ダ イ オ キ シ ン 類 の 年 平 均 値 は 0.0062 ～
0.0070pg-TEQ/m3（冬～夏季）であった。 

◇塩化水素の冬季と夏季の調査結果は、0.002ppm 未満
であった。 

これらの結果より、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、
二酸化窒素及びダイオキシン類は、各項目とも関係す
る環境基準以下であった。 
 また、塩化水素は、目標環境濃度以下であった。

【総 括】 
◇煙突排ガスの周辺地域への拡散及び廃棄物運搬車両の走行による大気質への影響は、4 地区の

一般環境大気質濃度を測定した結果、環境影響評価時の予測結果と変わらない濃度であり、環
境基準等を満足している。 

◇環境保全措置として、焼却施設からの排出ガスについて、日常の機器点検及び中央制御室にお
ける燃焼管理等を行っており、さらに大気汚染防止法等で規制されている排出基準を踏まえた
本施設の自主規制値を遵守している。 

これらのことから、供用時における適切な環境保全措置の実施により大気質に係る環境保全目
標が達成されているとともに、地域環境に及ぼす影響が最小限にとどめられているものと評価す
る。

二酸化硫黄 (ppm) 0.004

浮遊粒子状物質 (mg/ｍ
3
) 0.015

窒素酸化物 (ppm) 0.006

二酸化窒素 (ppm) 0.006

ダイオキシン類 (pg-TEQ/ｍ
3
) 0.013

将来予測濃度
（年平均値）

項　　目

条　件 対象物質
1時間値の
予測濃度

二酸化硫黄(ppm) 0.023

浮遊粒子状物質(mg/m3) 0.178

二酸化窒素(ppm) 0.039

塩化水素(ppm) 0.006

二酸化硫黄(ppm) 0.025

浮遊粒子状物質(mg/m3) 0.179

二酸化窒素(ppm) 0.049

塩化水素(ppm) 0.010

二酸化硫黄(ppm) 0.020

浮遊粒子状物質(mg/m3) 0.177

二酸化窒素(ppm) 0.027

塩化水素(ppm) 0.002

一般的な
気象条件下

逆転層
発生時

ﾀﾞｳﾝｳｵｯｼｭ･
ﾀﾞｳﾝﾄﾞﾗﾌﾄ時
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（2） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

騒音 

《工事中の予測結果》 

◇建設機械の稼働 
建設機械稼働時の騒音レベルは、敷地境

界において 76～80dB と予測された。 

◇工事用資材等の搬出入 
工事用車両の走行に伴う等価騒音レベ

ル（LAeq）は、昼間平均 65dB と予測された。

《供用時の予測結果》 

◇施設の稼働 
施設稼働時の敷地境界における騒音レ

ベルは、朝 37～43dB、昼間 47～54dB、夕
34～42dB、夜間 37～43dB と予測された。

◇廃棄物の搬出入 
廃棄物の搬出入に伴う騒音レベルは、柿

の木地区沿道は 65dB、上谷地区沿道は
70dB、三浦東地区沿道は 54dB と予測され
た。 

《工事中》 

◇造成工事 
工事中の建設機械の稼動等に伴う騒音レベル（時間

率騒音レベルの 90％レンジの上端値）は、造成工事中
において敷地境界 2で 59dB、敷地境界 3で 51dB であっ
た。 

◇本体工事 
本体工事では、敷地境界 2 で 69dB、敷地境界 3 で

67dB であった。 

◇資材運搬車両の走行 
資材運搬車両が走行する時間（8:00～17:00）を含

む昼間の時間帯（6:00～22:00）の騒音レベルは、土
砂運搬に係るダンプカー走行時で 62dB、生コン運搬に
係るミキサー車の走行時で 64dB と、どちらも環境基
準の 70dB 以下であった。 

このことから、資材運搬車両の走行時の騒音レベル
は、環境基準を満足するものであった。 

《供用時》 

◇施設の稼働 
 施設稼働時の事業地敷地境界2地点における騒音レ
ベルは、朝 46～48dB、昼間 57～64dB、夕 41～48dB、
夜間 41～48dB であり、騒音規制法の特定工場等にお
いて発生する騒音の規制基準の第三種区域の規制値
（朝・昼・夕：65dB、夜間 50dB）を満足する。 

◇廃棄物の搬出入 
廃棄物運搬車両等の新たな発生交通量に伴う自動

車騒音を調査した結果、柿の木地区は 63dB、上谷地区
は 70dB、三浦東地区は 56dB であり、各調査地点とも
騒音に係る環境基準以下であるとともに、環境影響評
価時の予測結果とほとんど変わらない騒音環境で
あった。 

◇一般環境の騒音 
廃棄物運搬車両等の新たな発生交通量に伴う騒音

を調査した結果、事業地に近い柿の木集落内において
昼間 54dB、夜間 45dB であり、騒音に係る環境基準の
B 類型の基準値以下であった。 

【総 括】 
◇建設機械稼働時の敷地境界における騒音レベルについて、造成工事中は 51～59dB、本体工事中

は 67～69dB であり、環境影響評価時の予測結果 76～80dB に比べて低い結果であった。また、
環境基準の 85dB 以下であった。  

◇資材運搬車両の走行に係る騒音レベルは、62～64dB であり、環境影響評価時の予測結果 65dB
とほとんど変わらず、また環境基準の 70dB 以下であった。 

◇施設稼働時の敷地境界における騒音レベルは、朝 46～48dB、昼間 57～64dB、夕 41～48dB、夜
間 41～48dB であり、環境影響評価時の予測結果である朝 37～43dB、昼間 47～54dB、夕 34～42dB、
夜間 37～43dB に対して、若干高い結果であった。 

 しかし、いずれの時間帯も規制基準を満足していた。 
◇廃棄物の搬出入に係る主要沿道地点の騒音レベルは、56～70dB であり、環境影響評価時の予測結

果 54～70dB と変わらない結果であった。また、各調査地点に該当する環境基準を満足していた。
◇環境保全措置として、工事中は低騒音型の建設機械の使用、仮囲いの設置のほか、工事用車両

の速度規制遵守の指導及び工事用車両が集中しないよう搬入時期・時間の分散化等を図った。
また、施設稼働時において、騒音の発生源である通風機等を専用室に配置するとともに、壁内
側に吸音材を敷設するなど、騒音低減のための対策を実施した。 

これらのことから、工事中及び供用時における適切な環境保全措置の実施により騒音に係る環
境保全目標が達成されているとともに、地域環境に及ぼす影響が最小限にとどめられているもの
と評価する。
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（3） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

振動 《工事中の予測結果》 
◇建設機械の稼働 

建設機械の稼働に伴う振動レベルの予測の結
果、敷地境界において 60～66dB と予測された。
◇工事用資材等の搬出入 

工事用車両の走行に伴う振動レベルの予測の
結果、昼間平均 46dB、夜間平均 31dB と予測され
た。 

《供用時の予測結果》 
◇施設の稼働 

施設稼働時の振動レベルの予測の結果、敷地
境界において昼間 30dB 未満～39dB、夜間 30dB
未満～38dB と予測された。 
◇廃棄物の搬出入 

廃棄物運搬車両の走行に伴う振動レベルの予
測の結果、昼間平均で32～33dB、夜間平均で30dB
未満～30dB と予測された。 

《工事中》 
◇建設機械の稼働 

敷地境界 2 地点の振動を調査した結果、振動
レベル（時間率振動レベルの 80％レンジの上端
値）は、造成工事中において 27dB 以下であった。
また、本体工事では 31dB 以下であった。 

造成工事及び本体工事の振動レベルは、「振動
規制法施行規則」に定める規制基準の 75dB 以下
であった。
◇資材運搬車両の走行 

道路沿道における振動を調査した結果、工事
車両が走行した昼間の時間帯（8:00～19:00）に
おいて、土砂運搬時は 25dB 未満、生コン運搬時
は 27dB であり、道路交通振動の限度（要請限度）
の 70dB 以下であった。

《供用時》 
◇施設の稼働 

敷地境界2地点における振動を調査した結果、
敷地境界の No.2 の振動レベルは昼間 27dB、夜間
25dB 未満、No.3 の振動レベルは昼夜間とも 25dB
未満であり、振動規制法の第二種区域の規制基
準（昼間 65dB、夜間 60dB）以下であった。 
◇廃棄物の搬出入 

道路沿道3地点における振動を調査した結果、
振動レベルは 27dB 以下であり、道路交通振動の
大きさの限度（要請限度 65dB）以下であった。
◇一般環境の騒音 

廃棄物運搬車両等の新たな発生交通量に伴う
振動を調査した結果、事業地に近い柿の木集落
内における振動レベルは昼夜間とも25  未満で
あり、大部分の人が振動を感知するレベル
(55dB)以下であった。

【総 括】 
◇工事中の振動レベルは、造成工事中及び本体工事中において 31dB 以下、資材運搬車両に伴う

振動レベルは 27dB 以下であり、振動規制法の規制基準または道路交通振動の要請限度以下で
あった。 

◇供用時の振動レベルは、施設稼働時において昼夜間とも 25dB 未満、廃棄物車両等の走行時は
27dB 以下であり、要請限度及び感覚閾値以下であった。 

◇環境保全措置として、工事中は低振動型の建設機械の使用、工事用車両の速度規制遵守の指導
及び工事用車両が集中しないよう搬入時期・時間の分散化等を図った。また、施設稼働時にお
いて、振動発生源の機器類をコンクリート基盤上に設置するとともに、搬入車両について一般
道での規制速度遵守の周知、計量棟での積載量管理を行うなど、振動低減のための対策を実施
した。 

これらのことから、工事中及び供用時における適切な環境保全措置の実施により振動に係る環
境保全目標が達成されているとともに、地域環境に及ぼす影響が最小限にとどめられているもの
と評価する。



8-5 

表 8.1-1 事後調査結果の総括（4） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

悪臭

《供用時》予測結果 
◇施設の稼働（煙突排ガスによる悪臭） 

施設の煙突からの排ガスに伴う悪臭の予測結
果、臭気の最大着地濃度は煙突より風下 520ｍ付
近で臭気濃度 10 未満と予測された。 

◇施設の稼働（施設からの悪臭の漏洩） 
ごみピットは、外部との開口部分を必要最小限

とするため投入扉を設置して悪臭の漏洩を防止
し、またごみピットから発生する臭気について
は、燃焼空気としてピット内から吸引することに
より、ピット内を負圧に保ち臭気が外部に漏れる
ことを防止する。吸引した臭気については、炉内
のごみの燃焼とともに酸化分解する。 

さらに、プラットホーム出入口にはエアカーテ
ンを設置することにより臭気の漏洩を防止する。
また、プラットホームの清掃も適宜実施する。 

以上の対策の実施により、計画地周辺の住民に
対し、施設からの悪臭の漏洩の影響はないものと
予測した。 

《供用時》 
◇施設の稼働（煙突排ガスによる悪臭） 

敷地境界 2 地点及び主要集落 4 地点における 4
季の臭気指数を調査した結果、臭気指数は「10
未満」であり、自主規制値の 10 以下であった。

◇施設の稼働（施設からの悪臭の漏洩） 
事業地の風下となる敷地境界における特定悪

臭物質を調査した結果、悪臭防止法の規制基準（1
号規制）の A 区域に係る基準値以下であった。 

【総 括】 
◇供用時の悪臭を調査した結果、臭気指数は 10 未満、特定悪臭物質濃度は悪臭防止法の規制基準

以下であり、環境影響評価時の予測結果と変わらず、また環境保全目標を満足するものであった。
◇環境保全措置として、プラットホーム出入口にエアカーテンの設置、脱臭設備の設置を図るなど

悪臭の漏洩防止を実施している。また、廃棄物運搬車両の適宜洗車や敷地内道路の清掃を行い、
外部への臭気漏洩の防止を図っている。 

これらのことから、供用時における適切な環境保全措置の実施により悪臭に係る環境保全目標が
達成されているとともに、地域環境に及ぼす影響が最小限にとどめられているものと評価する。 

水質

《工事中》予測結果 
（造成等の施工による一時的な影響に伴う
水の濁り） 

工事中には、沈砂池を設けて造成範囲で発生す
る濁水を沈砂させた後に、放流用水路から柿木川
へ放流する計画であり、造成工事時における降雨
に伴い発生する濁水が、放流先河川（柿木川）に
流入した場合の放流水の予測 SS 濃度は、40mg/ 
と予測された。 

《工事中》 
（造成等の施工による一時的な影響に伴う
水の濁り） 

工事中の 3 回の水質を調査した結果、浮遊物質
量（SS）は 38～51mg/ 、流量は、24～36.4m3/h
であった。 

また、浮遊物質量（SS）の平均値は 45mg/ と
環境影響評価時の予測値と近い値であった。 

したがって、予測結果との整合が図られている
ことから環境保全目標の「降雨時の水質に大きな
変動負荷をかけないこと」を満足する。

《供用時》 
当該施設から雨水以外の公共用水域への排水が

ないため、環境影響評価における事後調査計画は
なされていない。しかしながら、地元との公害防
止協定に基づき事業地周囲の河川等で水質調査を
行った。その結果、柿木川及び水路における「pH、
BOD、COD、ダイオキシン類」は、環境基準（B 類
型相当）または農業用水基準以下であった。 

【総 括】 
◇工事中の水質を調査した結果、SS 濃度 38～51mg/ であり、環境影響評価時の予測値 40mg/ に

近い値であった。 
◇供用時の水質を調査した結果、「pH、BOD、COD、ダイオキシン類」は、環境基準（B 類型相当）

または農業用水基準以下であった。 
◇工事中の環境保全措置として、沈砂地を設置したのち調整地を施工するとともに、仮盛土を行っ

た場所では土留め柵を設置したほか、造成後の転圧やビニールシートによる被覆を行ったなど、
事業地周辺流域への濁水防止を図った。 

これらのことから、工事中及び供用時における適切な環境保全措置の実施により水質に係る環境
保全目標が達成されているとともに、地域環境に及ぼす影響が最小限にとどめられているものと評
価する。
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（5） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

動物

◇ヒクイナ 
《調査結果》 

改変区域内（事業地内）の湿地で鳴き声が 4 例
確認されている。 

《工事中、供用時の予測結果》 
繁殖は確認されず一時的な利用であった可能性

が高い。ただし改変区域の大部分が草地や湿地で
あることから、事業によって本種の生息環境の減
少が生じると予測される。 

◇ヒクイナ 
《工事中》 

平成 27 年度に事業地から約 25ｍ南西側の放棄水
田で 2 個体（雌雄）、事業地西側の谷部（事業地改変
部から約 170ｍ）で 1 例（鳴き声）を確認しており、
平成 28年度は事業地から約 1㎞離れた場所で 1例を
確認している。また、平成 29 年度では事業地の西側
約150ｍの草地及び北西約1.5㎞の地点で合計2例の
鳴き声を確認している。 

事業地内で本種が確認された草地環境は造成工
事に伴い消失したほか、本体工事に伴う構造物の
存在や人の気配に伴い、本種は事業地周辺に移動
したものと考える。 

このことから、工事に伴う本種の生息環境への
影響が考えられた。しかしながら、調査結果より、
事業地西側の谷部の草地環境での生息が確認され
ていることから、今後閑静な環境に戻れば本種の
生息が見られる可能性があると考える。 

《供用時》 
平成 30 年度に事業地の北西約 1.3 ㎞の水田で本

種の鳴き声を確認している。 
事業地外の水田を中心とした湿地環境に生息が

確認されていることから、事業に伴う影響は小さ
いものと考える。 

◇フクロウ 
《調査結果》 

改変区域外（事業地外）に広がる山地の樹林内
で 7 例（鳴き声）が確認されている。 

《工事中、供用時の予測結果》 
繁殖は確認されず、改変区域内及び近隣地域に

繁殖適地は無かった。ただし、改変区域の大部分
が草地や湿地であり、本種の餌場環境であること
から、その面積の減少あるいは質の低下といった
間接的な影響が生じると予測される。 

◇フクロウ 
《工事中》 

平成 27 年度は事業地外の樹林内で 1 例（鳴き
声）、平成 28 年度は事業地外の樹林内で 6 例（鳴
き声）を確認しているが、繁殖状況は不明である。

本種は、事業地周囲の山地の樹林内を生息環境
としており、工事に伴う直接的な影響はなかった
ものと考える。 

《供用時》 
平成 30 年 2 月に事業地外の樹林内（北約 100、

150ｍ）で 2 例（鳴き声）、平成 30 年 4 月に事業地
外の樹林内（南東側約 100、150ｍ）で 2 例（鳴き
声）を確認している。 

本種は、事業地周囲の山地の樹林内に生息して
おり、工事中と同様、事業に伴う直接な影響はな
かったものと考える。 

◇ニホンイシガメ 
《調査結果》 

非改変区域のため池で 2 例（1 個体）が確認され
ている。 

《工事中の予測結果》 
生息が確認されたため池は、改変区域よりも上流に

あり、工事の濁水の排水による影響を受けないため、
影響はないと予測される。

《供用時の予測結果》 
生息が確認されたため池は、非改変区域であり、改

変による影響を受けない。ただし、ため池以外に周辺
の草地や湿地も生息地の一部であると予測されるた
め、生息環境の減少が生じると予測される。

◇ニホンイシガメ 
《工事中》 

平成 27 年度は確認されず、平成 28 年・29 年度
に事業地南西側敷地境界に隣接するため池で 1 個
体を確認している。 

《供用時》 
平成 30 年 8 月に工事中と同様、当該ため池で 1

個体を確認している。なお、ため池以外の草地や
事業地内を流れる柿木川及びその下流周辺では確
認されなかった。 

本種の生息地は当該ため池で、もともと 1 個体
程度が生息しているものと考えられる。事業によ
る当該ため池への直接的な影響はないものの、ヒ
シや糸状藻類等の水生植物の繁茂や、降雨に伴う
土砂流入が認められるため、生息環境の変化に伴
う間接的な影響が想定される。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（6） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

◇ヒバカリ、ヤマカガシ 
《調査結果》 

ヒバカリは、非改変区域（事業地外）の林
縁部で 2 個体が確認されている。 

ヤマカガシは、非改変区域（事業地外）の
林縁部（敷地境界付近）で 3 個体が確認され
ている。 

《供用時の予測結果》 
生息が確認されたのは非改変区域であっ

たが、水辺を好むため草地や湿地を餌場とし
て利用していると思われる。改変区域の大部
分が草地や湿地であることから、事業によっ
て本種の生息環境、特に餌場の減少が生じる
ものと予測される。

◇ヒバカリ 
《工事中》 

平成 27、29 年度は確認されず、平成 28 年度に事業地
外の河川周辺で 1 個体を確認している。 

事業地周辺に生息しているものと考えるが、もともと
生息個体数が少ないことや活動時間帯が早朝や夕方に限
られることから確認しにくい種である。 

《供用時》 
平成 30 年に、事業地北西約 100m の樹林内の谷部で 1

個体、南東約 200m の樹林内の谷部で 1 個体、合計 2 個体
を確認している。 

環境影響評価時と同様、事業地外で生息が確認されてお
り、事業地周辺には本種の生息環境となる湿った林床が存
在することから、本種への影響はなかったものと考える。

◇ヤマカガシ 
《工事中》 

平成 27 年度は事業地外の谷部の林縁部で 4 個体、平成
28 年度は事業地外の林縁部で 2 個体、平成 29 年度は事業
地内の水溜り及び事業地外のため池・放棄水田で 3 個体
を確認している。 

《供用時》 
平成 30 年春季に事業地外（西側の草地）で 1 個体、初

夏季に事業地内の草地環境で 1 個体、事業地外（東側約
100m）の林道で 1 個体、合計 3 個体を確認している。 

事後調査において、工事中と同様、事業地内外で本種の
生息が確認されており、事業地周辺には本種の生息環境が
存在することから、本種への影響はなかったものと考える。

動物 ◇ニホンマムシ 
《調査結果》 

非改変区域（事業地外）のため池周辺で 1
個体と離れた尾根付近で 2 個体が確認され
ている 

《供用時の予測結果》 
生息が確認されたのは非改変区域であっ

たが、草地や湿地を餌場として利用している
と思われる。改変区域の大部分が草地や湿地
であることから、事業によって本種の生息環
境、特に餌場の減少が生じると予測される。

◇ニホンマムシ 
《工事中》 

平成 27 年度は事業地外の谷部で 1 個体、平成 28、29
年度は事業地内の残存草地の林縁部で 1 個体を確認して
いる。 

《供用時》 
平成30年初夏季にため池近くの事業地内の草地の林縁

部で 1 個体、夏季に事業地周辺の道路上でロードキルさ
れた死体 1 個体、合計 2 個体を確認している。 

本種は、事業地周辺の谷部の林縁部に生息しているも
のと考えられることから、事業による本種への影響は小
さいものと考える。 

◇アカハライモリ
《調査結果》 

改変区域及び非改変区域のため池、水路、
湿地で多くの個体が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
生息が確認された主な場所である湿地は、

濁水の排水地点よりも高い位置にあり、影響
を受けない。また、ため池も改変区域よりも
上流にあり、影響を受けない。 

ただし、濁水の排水地点より下流の水路で
確認された個体については、工事の濁水の排
水による影響が生じ、特に幼生に対しては少
なからず影響が生じるものと予測される。 

《供用時の予測結果》 
改変区域及び非改変区域で生息が確認さ

れ、湿地に広く分布していると思われる。非改変
区域にも生息環境が残されるが、改変区域の大
部分が草地や湿地であることから、事業によって
本種の生息環境の減少が生じると予測される。

◇アカハライモリ
《工事中》 

平成 27～29 年度において、事業地外のため池、水溜ま
り部、水路や柿木川で多数確認している。 

また、平成 29 年の春季にため池下流の事業地内に素掘
り水路を造成したが、ここにも本種の生息が確認された。

事業に伴う一部の生息環境の消失による影響は認めら
れるものの、事業地内外のため池や水路等の湿地環境に
生息が確認されている。このことから、今後とも本種の
生息環境は維持されるものと考える。 

《供用時》 
平成 30 年 4～6 月に事業地外のため池、谷部の湿性地、

放棄水田内に点在する湿地で多数確認している。なお、
事業地内を流れる河川、ため池脇の事業地内の素掘り水
路等においても多数の個体を確認している。 

事後調査において、環境影響評価時と同様、事業地内
外のため池、水路、湿地で多数の個体が確認されている
ことから、事業による影響は小さいものと考える。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（7） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

動物

◇ニホンヒキガエル 
《調査結果》 

非改変区域（事業地外）の林道や道路で 11 個体
が確認されている。 

《供用時の予測結果》 
生息が確認されたのは非改変区域であったが、

改変区域内の湿地を繁殖場として利用している可
能性も残される。改変区域の大部分が草地や湿地
であることから、事業によって本種の生息環境、
特に繁殖地の減少が生じる可能性があると予測さ
れる。

◇ニホンヒキガエル 
《工事中》 

平成 27 年度は事業地外（西側谷部）で 1 個体、
平成 28 年度は事業地外の南側の山地林道で 1 個
体、東側の山地林道で 2 個体、平成 29 年度は事業
地外の東側の山地林道で 1 個体を確認している。

《供用時》 
平成 30 年春季に事業地外の林道で 2 個体、初夏

季に事業地外の道路、林道及び林内で 8 個体を確
認している。 

確認地点は、環境影響評価時と同様、事業地外
の林縁部及び林内であり、事業による影響はな
かったものと考える。 

◇トノサマガエル 
《調査結果》 

非改変区域（事業地外）の水田、ため池及び河
川で 13 個体が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
生息が確認された主な場所であるため池は、改

変区域よりも上流にあり、影響を受けない。また、
卵塊が確認された水田も、濁水の排水地点よりも
高い位置にあり、影響を受けない。水路で確認さ
れた個体については、工事の濁水の排水が及ぶ範
囲に生息するが、一時的な水の濁りに対して生息
がかく乱されることはないと考えられる。周辺に
は水路以外の生息環境も豊富であることから、個
体群への影響もないと予測される。 
《供用時の予測結果》 

非改変区域のみでの確認であったが、改変区域
内の草地や湿地を生息地としている可能性が高
い。改変区域の大部分が草地や湿地であることか
ら、事業によって本種の生息環境の減少が生じる
と予測される。 

◇トノサマガエル 
《工事中》 

平成 27 年度はため池及びその周辺で 4 個体、平
成 28 年度は事業地外南東部の谷部で 2 個体、平成
29 年度は事業地外のため池で 2 個体を確認してい
る。 

確認地点は、事業地外のため池、水田等の湿地
環境であり、事業による影響のない地点である。

《供用時》 
平成 30 年春季に事業地外の水田で 5 個体、事業

地内の災害用地に造成された調整池で 2 個体を確
認している。また、初夏季に事業地外のため池（東
側の採石場敷地内のため池）で 2 個体、事業地内
を流れる河川で 3 個体、事業地内の素掘り水路で
4 個体を確認している。 

事後調査の結果、環境影響評価時と同様、事業
地外の水田、ため池及び河川で多数確認されたほ
か、事業地内でも調整池、素掘り水路等で多数確
認されていることから、事業による影響は小さい
ものと考える。 

◇ホソミイトトンボ 
《調査結果》 

改変区域内（事業地内）の放棄水田で 1 個体が
確認されている。 

《供用時の予測結果》 
改変区域内の草地で生息が確認された。非改変

区域にも生息環境が残されるが、改変区域の大部
分が草地や湿地であることから、事業によって本
種の生息環境の減少が生じると予測される。

◇ホソミイトトンボ 
《工事中》 

平成 27・29 年度は確認されず、平成 28 年度は
ため池で 1 個体が確認されている。 

《供用時》 
平成 30 年の事後調査では、本種の生息は確認さ

れなかった。 
環境影響評価時に生息が確認された場所は改変

され、生息環境は消失したが、事業地外のため池
を中心とした周囲の湿地に生息する可能性がある
と考える。 

◇マルタンヤンマ
《調査結果》 

非改変区域（事業地外）のため池で 1 個体が確
認されている。 

《供用時の予測結果》 
非改変区域のため池で生息が確認されたが、本

種はため池を中心に周辺の草地や湿地も生息地の
一部として利用していると考えられる。改変区域
の大部分が草地や湿地であることから、事業に
よって本種の生息環境の減少が生じると予測され
る。

◇マルタンヤンマ
《工事中》 

事業地外のため池において、平成 27 年度は 2
個体、平成 28 年度は 1 個体、平成 29 年度は 2 個
体を確認している。 

《供用時》 
平成 30 年の事後調査では、事業地外のため池で

7 個体を確認している。 
本種は、事業地外のため池を中心に周囲の湿地

を生息環境としており、供用時の事後調査で環境
影響評価時と同様、生息が確認されていることか
ら、事業による影響は小さいものと考える。 



8-9 

表 8.1-1 事後調査結果の総括（8） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

動物

◇ヨツボシトンボ
《調査結果》 

非改変区域（事業地外）のため池で 2 個体
が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
生息が確認されたため池は、改変区域より

も上流にあり、工事の濁水の排水による影響
を受けないため、影響はないと予測される。

《供用時の予測結果》 
非改変区域のため池で生息が確認された

が、本種はため池を中心に周辺の草地や湿地
も生息地の一部として利用していると考えら
れる。改変区域の大部分が草地や湿地である
ことから、事業によって本種の生息環境の減
少が生じると予測される。

◇ヨツボシトンボ 
《工事中》 

平成 27 年度は未確認であるが、事業地外のため池にお
いて平成 28年は 4個体、29年度は 2個体を確認している。

事業地外のため池を中心に周囲の湿地を生息環境とし
ており、環境影響評価時とほぼ同等な生息状況が確認さ
れたことから、事業による影響は小さいものと考える。

《供用時》 
平成 30 年春季に、事業地外のため池で 5 個体、ため池

脇の事業地内の素掘り水路で 2 個体を確認している。 
本種は、ため池を中心に周囲の湿地を生息環境として

おり、事後調査でも環境影響評価時及び工事中と同様、
本種の生息が確認されていることから、事業による影響
は小さいものと考える。 

◇マルチビゲンゴロウ、ミズスマシ、ガムシ
《調査結果》 

マルチビゲンゴロウは、非改変区域（事業
地外）のため池で 1 個体が確認されている。

ミズスマシは、非改変区域（事業地外）の
ため池で 1 個体が確認されている。 

ガムシは、改変区域及び非改変区域（事業
地内外）で 4～6 個体が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
生息が確認されたため池は、改変区域より

も上流にあり、工事の濁水の排水による影響
を受けないため、影響はないと予測される。

《供用時の予測結果》 
非改変区域のため池で生息が確認された

が、本種はため池を中心に周辺の湿地も生息
地の一部として利用していると考えられる。
改変区域には湿地も含まれることから、事業
によって本種の生息環境の減少が生じると予
測される。

◇マルチビゲンゴロウ 
《工事中》 

事業地内の水溜り・水路及び事業地外のため池におい
て、平成 27 年度は約 20 個体、平成 28 年度は 3～5 個体、
平成 29 年度は 26 個体を確認している。 

《供用時》 
平成 30 年 5～8 月に、環境影響評価時の確認地点であ

る事業地外のため池で 11 個体を確認している。 
また、ため池脇の事業地内の素掘り水路で 9 個体、事

業地西側の休耕田内の湿地で 1 個体を確認している。 

本種は事業地内外のため池や水たまり等の湿地を生息
環境としており、供用時の事業調査では、工事中と同様、
本種の生息が多数確認されていることから、事業による
影響は小さいものと考える。 

◇ミズスマシ
《工事中》 

事業地外のため池において、平成 27 年度は約 20～40
個体、平成 28 年度は 5～15 個体、平成 29 年度は 3 個体
を確認している。 

《供用時》 
平成 30 年春季に、環境影響評価時の確認地点であるた

め池で 2 個体を確認している。 

本種は工事中と同様、事業地外のため池を生息環境と
しており、事業による直接的な影響はない。しかし、平
成 30年 7月豪雨に伴う土砂流入によるため池面積の縮小
や池内の水生植物の繁茂等自然起因による生態系の変化
に伴う間接的な影響が想定される。 

◇ガムシ
《工事中》 

事業地外のため池において、平成 27 年度は 2 個体、28
年度は 1～2 個体、平成 29 年度は 3 個体を確認している。

《供用時》 
平成 30 年夏季に、事業地外のため池で 1 個体を確認し

ている。 

本種は工事中と同様、事業地外のため池を生息環境と
しているが、もともと生息個体数は少なく、事業よる直
接的な影響はない。 

しかし、平成 30 年 7 月豪雨に伴う土砂流入によるため
池面積の縮小や池内の水生植物の繁茂等自然起因による
生態系の変化に伴う間接的な影響が想定される。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（9） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

動物

◇ヒラマキガイモドキ 
《調査結果》 

改変区域内（事業地内）の西側谷部湿地で 2 個
体が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
生息が確認された湿地は、濁水の排水地点より

も高い位置にあり、工事の濁水の排水による影響
を受けないため、影響はないと予測される。 

《供用時の予測結果》 
非改変区域内の湿地で生息が確認されたため、

直接的な影響を受けることはない。ただし、改変
区域には湿地も含まれることから、事業によって
本種の生息環境の減少が生じると予測される。 

◇ヒラマキガイモドキ 
《工事中》 

ため池近くの事業地内の残地草地（湿地）にお
いて、平成 27 年度は 3 個体、平成 28 年度は 4 個
体を確認したが、平成 29 年度は未確認であった。

本種は湿地部を生息環境としており、湿地環境
が維持されれば生息可能と考えられる。 

《供用時》 
平成 30 年春季に、ため池脇の事業地内の草地

（湿地）で 3 個体を確認している。 
本種は、湿地部を生息環境としており、環境影

響評価時に確認された場所は改変され消失した
が、本種の生息に適した湿地環境が事業地内及び
その周辺に残存していることから、事業による影
響は小さいものと考える。 

【総 括】 
◇工事中の動物を調査した結果、ヒクイナ、ホソミイトトンボ、ヒラマキガイモドキは、環境影響評

価時に生息が確認された事業地内の湿地、放棄水田等の生息環境は工事に伴い消失したが、事業地
周辺または事業地内にこれらの種の生息環境が残存しており、生息が確認されている。 
なお、フクロウ、ニホンイシガメ、ヒバカリ、ヤマカガシ、ニホンマムシ、アカハライモリ、ニホ
ンヒキガエル、トノサマガエル、マルタンヤンマ、ヨツボシトンボ、マルチビゲンゴロウ、ミズス
マシ、ガムシは、環境影響評価時と同等な生息状況が確認されている。 

◇供用時の動物を調査した結果、ヒクイナ、ヒラマキガイモドキは事業地周辺または事業地内で生息
が確認されている。また、ホソミイトトンボは確認されなかったが、周辺に生息環境が残存してお
り生息する可能性があると考える。 
なお、フクロウ、ニホンイシガメ、ヒバカリ、ヤマカガシ、ニホンマムシ、アカハライモリ、ニホ
ンヒキガエル、トノサマガエル、マルタンヤンマ、ヨツボシトンボ、マルチビゲンゴロウ、ミズス
マシ、ガムシは、環境影響評価時と同等な生息状況が確認されている。 

◇環境保全措置として、工事中は沈砂池の設置やビニールシートによる裸地の被覆等を行うことによ
り、事業地周辺に生息する水生生物への影響の軽減を図った。また、供用時において、造成後遊休
地の早期緑化整備等を行った。 

これらのことから、工事中及び供用時とも概ね環境影響評価時と同等な生息状況が確認されている
とともに、適切な環境保全措置の実施により事業による動物への影響が最小限にとどめられているも
のと評価する。 

◇タウコギ
《環境保全措置》

事業地内の改変区域での生育が確認された重要
種タウコギについては、事業地内の非改変区域の
湿地への移植を行う。 

移植した個体の生育状況についてモニタリング
を実施する。 

《評 価》 
植物の移植については、実効性は高いと判断さ

れるものの、移植後の継続的な事後調査を実施し、
適切な管理を行うこととする。 

◇タウコギ 
《工事中》 

環境影響評価後の平成 26 年 8 月、10 月におい
て、本種の生育確認を行ったところ確認されな
かった。 

そこで、本種の種子が含まれる可能性がある生
育確認地点の表層土壌を採取しプランターに仮移
植して発芽の確認後、本移植を行う対策を行った。
その後、平成 27 年 10 月頃まで経過観察を行った
が、発芽は見られなかった。 

また、26 年～29 年の夏季において事業地周辺の
調査を行ったが、本種の生育は確認されなかった。

《供用時》 
環境影響評価時における事業地外の生育確認地

点は、セイタカアワダチソウ等が生育する草地環
境に遷移し、タウコギの生育に適した環境は確認
されなかった。また、事業地周辺でも本種の生育
は確認されなかった。このことより、本種は事業
地周辺から消失した可能性が高いと考えられた。

【総 括】 
タウコギの環境保全措置として、本種の種子が含まれる可能性がある生育確認地点の表層土壌を仮

移植して、本種の発芽・生育に期待したが成功には至らなかった。また、生育確認地及びその周辺の
環境適地での調査を行ったものの、本種の生育は確認されなかった。この結果から、本種は、事業地
及びその周辺から消失したものと判断された。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（10） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

◇サシバ（上位性） 
《調査結果》 

改変区域から北西に稜線を一つ越えた約 800ｍ
の樹林地に営巣地が確認されており、事業地を含
む谷部の樹林地において確認されなかった。 

《工事中の予測結果》 
本種はカエルやヘビ、トカゲ、草地性昆虫類等

を餌とするが、これらの主な生息環境である草地
や湿地は濁水の排水地点よりも高い位置にあり、
工事の濁水の排水による影響を受けないため、影
響はないと予測される。 

《供用時の予測結果》 
営巣が確認されたサシバ松尾ペアについては、

改変区域は最大行動圏内に含まれず、直接的な影
響はないと予測される。ただし、本種はカエルや
ヘビ、トカゲ、草地性昆虫類等を餌とし、改変区
域の大部分はこれらの生息環境である草地及び湿
地であるため、餌場環境の減少による間接的な影
響が少なからず生じる可能性がある。

◇サシバ（上位性） 
《工事中》 

平成 27 年繁殖期調査(4～7 月)は、数例の飛翔を確
認したものの、繁殖状況は確認されなかったが、平成
28 年と 29 年において過年度確認された営巣地から対
面の谷を隔てた樹林地（事業地から北西約 1.5 ㎞）で
営巣を確認した。また、平成 29 年は雛を確認した。 

《供用時》 
平成 30 年繁殖期調査（5～8 月）は、事業地周辺で

の利用は確認されなかったが、事業地から北西へ約
1,000m 離れた樹林地内での営巣と雛 3 羽の存在が確認
された。 

本種は、事業地が存在する谷地形部の樹林環境を利
用することはないが、環境影響評価時と同様、事業地
から北西に稜線を一つ越えた谷部の樹林環境を利用し
ていることが確認された。 

このことから、事業による本種への影響はなかった
ものと考える。

生態系

◇ハヤブサ（上位性） 
《調査結果》 

改変区域から北東へ約 300ｍ離れた採石場の崖
地において、営巣が確認された。 

《工事中の予測結果》 
本種は水辺環境を主な生息地としていない。ま

た、本種の主な餌となる小鳥類についても工事の
濁水の排水による影響を受けないため、影響はな
いと予測される。 

《供用時の予測結果》 
繁殖活動が確認されたハヤブサ柿木ペアについ

ては、事業地は 95％行動圏及び最大行動圏に含ま
れたが、高利用域や営巣中心域には含まれなかっ
た。ただし、改変区域周辺は樹林に囲まれており、
本種の餌動物である小鳥類の生息地となってい
る。そのため、餌場環境の改変による間接的な影
響が少なからず生じる可能性がある。しかしなが
ら、本種への影響は事業によるものよりも、採石
地での掘削や発破作業によるものの方がはるかに
大きいと考えられる。 

◇ハヤブサ（上位性） 
《工事中》 

平成 27～29 年の繁殖シーズン（2～5 月）の調査で
は、採石場及び事業地付近での飛翔を数例確認したが、
この営巣地の利用及び繁殖行動は確認できなかった。

営巣地が確認されていた採石場では、営巣棚の上部（約
5～6ｍ）と下部に作業用道路があり、そこをトラクター
ショベルやダンプトラックが走行していたことから、そ
の走行音・振動が影響しているものと考えられた。 

なお、調査時は、事業地内での造成工事や本体工事
が実施されている期間であったが、事業地から発生す
る騒音は、採石場から発生する騒音に比べて小さいも
のであった。 

《供用時》 
平成 30 年の繁殖シーズン（2～4 月）の調査では、

本種の飛翔を 1 例確認したが、当該営巣地の利用・繁
殖は確認されなかった。 

調査時は工事中と同様、砕石場が稼働しており、営
巣棚の上部（約 5～6ｍ）と下部の作業用道路をトラク
ターショベルやダンプトラックが走行しており、その
車両の走行音・振動が影響しているものと考えられた。

◇カヤネズミ（典型性） 
《調査結果》 

改変区域及び非改変区域のススキやチガヤ等の
高茎草本植物に多くの球巣を作っているのが確認
されている。 

《工事中の予測結果》 
生息や営巣が確認された主な場所である草地や

湿地は、改変区域よりも高い位置にあり、工事の
濁水の排水による影響を受けないため、影響はな
いと予測される。 

《供用時の予測結果》 
生息及び営巣が確認された主な場所である草地

及び湿地は、改変区域内にも含まれ、非改変区域
にも同等の環境が残されるものの事業によって生
息地の減少が生じると予測される。 

◇カヤネズミ（典型性） 
《工事中》 

平成 27～29 年度の事後調査において、事業地外の西
側谷部や東側谷部の草地及びため池脇の事業地内草地
において、古巣を数個～10 個程度確認している。 
 事業地内外に草地(ススキ、オギ群落)環境が残存し
ていることから、本種の生息環境は維持されているも
のと考える。 

《供用時》 
平成 30 年の事後調査において、事業地外の休耕田内

や水田脇のススキ草地に本種の古巣を 12 個、事業地内
南西部の草地に古巣を 3個、合計 15個を確認している。

本種の生息環境は、事業により事業地内の一部の生
息環境は消失したが、事業地内の残存草地や事業地外
の草地環境において本種の生息環境は維持されてお
り、球巣も確認されていることから、事業による本種
への影響は小さいものと考える。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（11） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

生態系

◇シュレーゲルアオガエル（典型性） 
《調査結果》 

改変区域及び非改変区域の水路、湿地やため池
で多くの個体が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
生育が確認された草地や湿地等は、改変区域よ

りも高い位置にあり、工事の濁水の排水による影
響を受けないため、影響はないと予測される。 

《供用時の予測結果》 
生息が確認された主な場所は非改変区域の湿

地であった。しかし、改変区域の大部分は草地や
湿地であり、本種の潜在的な生息地の減少が生じ
ると予測される。 

◇シュレーゲルアオガエル（典型性） 
《工事中》 
本種は、事業地内の調整池、事業地外のため池、

湿地等の環境で多くの個体数、鳴き声を確認して
いる。 

事業地内の湿地環境の消失や水路の付替に伴
い生息環境が減少したが、事業地内外に水域・湿
地環境は残存していることから、本種の生息環境
は維持されているものと考える。 

《供用時》 
平成 30 年の事後調査では、事業地内の調整池

や南西部の湿地等で 4 箇所 42 個体を確認してい
る。 

なお、事業地外においては、ため池、水田、休
耕田内の湿地等 10 箇所 82 個体を確認している。

供用時における調査の結果、事業地内の湿地環
境の消失や水路の付替に伴い生息環境が減少し
たが、事業地外のため池、湿地において生息環境
は維持され、多くの個体が確認されている。 

また、事業地内の調整池や残存する草地内の湿
地部にも、本種の個体が多数確認されていること
から、事業による影響は小さいものと考える。 

◇トンボ群集（典型性） 
《調査結果》 

環境別のラインセンサス調査によって 23 種
184 個体が確認されている。多くの個体が確認さ
れている環境は、ため池の 15 種 89 個体、放棄水
田の 6 種 60 個体であった。 

《工事中の予測結果》 
主な生息地となっているため池や湿地等は、改

変区域よりも上流又は高い位置にあり、工事の濁
水の排水による影響を受けないため、影響はない
と予測される。ただし、水路で確認された流水性
のトンボ類の特に幼虫（ヤゴ）については、影響
が生じる可能性が予測される。しかしながら、周
辺には水路以外の生息環境も豊富であることか
ら、個体群への影響は軽微であると予測される。

《供用時の予測結果》 
トンボ類群集は、種によってため池や水路、河

川の他、湿地や草地等多様な環境を生息地として
利用している。改変区域の大部分を占める草地や
湿地の消失により、非改変区域にも同等の環境が
残されるものの生息地の減少が生じると予測さ
れる。 

◇トンボ群集（典型性） 
《工事中》 
工事中における調査の結果、平成 27 年度は 11

種 68 個体、平成 28 年度は 7 種 23 個体、平成 29
年度は 10 種 39 個体と種数及び個体数とも環境影
響評価時に比べ減少した。 

しかし、種数・個体数が多く確認された環境は
ため池、放棄水田であり、環境影響評価時と同様
な傾向であった。事業地外には、ため池や放棄水
田が残存すること、また、事業地内に簡易水路と
水溜まり場を設けていることから、トンボ類はこ
れらの環境を利用するものと考えられた。 

《供用時》 
供用時の事後調査の結果、12 種 68 個体が確認

された。 
事業により改変された D1（水路：改変）、D3（草

地：改変）では、種数、個体数ともに少なかった。
一方、多くの個体が確認されている環境は、環境
影響評価時と同様、ため池と放棄水田であった。

事業により事業地内の一部の放棄水田、水路等
の生息環境が消失したが、主要生息環境となるた
め池と事業地西側の谷部の放棄水田は残存して
おり、多くのトンボ類の生息が確認されたことか
ら、事業による影響は小さいものと考える。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（12） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

生態系

◇ため池の水生生物群集（特殊性） 
《調査結果》 

非改変区域のため池では、植物重要種であるミ
ズオオバコ、サガミトリゲモ、動物重要種である
アカハライモリ、トノサマガエル、シュレーゲル
アオガエル、ニホンイシガメ、マルタンヤンマ、
ヨツボシトンボ、マルチビゲンゴロウ、ミズスマ
シ、ガムシの生育・生息が確認されている。 

《工事中の予測結果》 
ため池は改変区域よりも上流にあり、工事の濁

水の排水による影響を受けないため、影響はない
と予測される。 

《供用時の予測結果》 
ため池は非改変区域にあるため、直接的な影響

は受けないと考えられる。ただし、動物類にとっ
ては周辺の草地や湿地との連続性が生息にとっ
て重要であるため、改変区域の大部分が草地や湿
地であることは間接的な影響が少なからず生じ
ると予測される。 

◇ため池の水生生物群集（特殊性） 
《工事中》 

工事中事後調査の結果、植物の重要種ミズオオ
バコ、サガミトリゲモの減少・消失が確認された
ものの、動物類のすべての重要種（アカハライモ
リ、トノサマガエル、シュレーゲルアオガエル、
ニホンイシガメ、マルタンヤンマ、ヨツボシトン
ボ、マルチビゲンゴロウ、ミズスマシ、ガムシ）
は、環境影響評価時と同等な生息状況が確認され
た。 

《供用時》 
供用時事後調査の結果、植物の重要種ミズオオ

バコ、サガミトリゲモの生育は確認されなかった
が、動物類のすべての重要種（アカハライモリ、
トノサマガエル、シュレーゲルアオガエル、ニホ
ンイシガメ、マルタンヤンマ、ヨツボシトンボ、
マルチビゲンゴロウ、ミズスマシ、ガムシ）は、
環境影響評価時と同等な生息状況が確認された。

事業地外のため池に隣接する事業地内草地は、
面積が縮小したもののため池との連続性は維持
されている。したがって、ここを生息環境とする
種の生態的基盤は保全されているものと考える。
しかしながら、ため池の植物重要種に対して池内
に繁茂するヒシや糸状藻類の影響が生じている
ものと考えられた。 

なお、池の管理者は事業者と別のため、事業者
側でため池の維持管理ができない。したがって、
今後、ため池の環境を維持できるかどうか不明で
ある。 

【総 括】 
◇工事中の調査結果 

上位性の注目種であるサシバは、環境影響評価時と同等な生息状況が確認されているが、ハヤ
ブサは、事業地に隣接する採石場から発生する騒音・振動の影響により、繁殖行動は確認されな
かった。 

典型性の注目種であるカヤネズミ、シュレーゲルアオガエルは、事業により事業地内の一部の
生息環境は消失したが、事業地内外に生息環境が残存しており、多くの個体の生息が確認されて
いる。 

トンボ類群集については、事業により事業地内の一部の生息環境は消失したが、ため池を中心
とした環境に生息環境が維持されている。 

なお、ため池の水生生物群集については、植物重要種であるミズオオバコ、サガミトリゲモの
減少・消失が認められたものの、動物類のすべての重要種は、環境影響評価時と同等な生息状況
が確認された。 

◇供用時の調査結果 
上位性の注目種であるサシバは、環境影響評価時と同等な生息状況が確認されているが、ハヤ

ブサは工事中同様、採石場から発生する騒音・振動の影響により、繁殖行動は確認されなかった。
典型性の注目種であるカヤネズミ、シュレーゲルアオガエルは、事業地内外で、多くの個体の

生息が確認されている。 
トンボ類群集については、工事中と同様、事業により事業地内の一部の生息環境は消失したが、

ため池を中心とした環境に生息環境が維持されて、多くのトンボ類の生息が確認されている。 
なお、ため池の水生生物群集について、植物の重要種であるミズオオバコ、サガミトリゲモの

生育が確認されなかったが、動物類のすべての重要種は、環境影響評価時と同等な生息状況が確
認された。 

◇環境保全措置として、工事中は沈砂池の設置やビニールシートによる裸地の被覆等を行うことに
より、事業地周辺に生息する水生生物への影響の軽減を図った。また、供用時において、造成後
遊休地の早期緑化整備等を行った。 

これらのことから、工事中及び供用時とも概ね環境影響評価時と同等な生息状況が確認されてい
るとともに、適切な環境保全措置の実施により、事業による生態系への影響が最小限にとどめられ
ているものと評価する。 
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表 8.1-1 事後調査結果の総括（13） 

調査
項目 環境影響評価の結果 事後調査の結果 

景観 

《供用時の予測結果》 
◇遍路道 

現況では、田畑などの耕作地を主体とした景観
構成要素である。将来は、施設の存在は大きく視
野に入り、眺望に変化があると予測される。 
◇農免農道 

現況では、事業地を直接視認できないが、煙突
など施設の上部が視界に入り、眺望に変化がある
と予測される。 

《評 価》 
予測の結果、計画施設が眺望できる範囲は比較

的狭いが、遍路道が事業地に隣接しており、遍路
道からは計画施設が大きく眺望できることとな
る。 
このことから、事業の実施にあたっては、環境の
保全のための措置として、敷地外周部には植栽を
行うことや、色彩の工夫など様々な方法を検討
し、景観への影響を低減させていく考えである。
以上のことから、施設の存在による景観への影響
は低減される。 

《供用時》 
◇遍路道 

事業地が遍路道に隣接しているため、施設が大
きく視野に入る。 

ただし、木製フェンスが目隠しとなり、眺望の
変化をできる限り低減させている。 
また、施設の外壁色は落ち着いた印象のベー

ジュと茶系であるため、圧迫感の軽減や清潔感の
向上に配慮した色彩となっている。 
◇農免農道 

資材置き場を隔て、煙突頭頂部が視認できる。
ただし、樹木等にさえぎられるため、その視認の
程度は予測結果よりも小さくなっている。 
また、この農免農道付近には常に人が住んでい

る民家はなく、走行車両からは通過するだけの眺
望視点である。 

【総 括】 
事業地脇を通る遍路道からの眺望に対して、敷地境界に木製フェンスを設置し目隠しを図るとと

もに、休憩所を設置しお遍路さんへの配慮を行なっている。また、施設の外壁色は落ち着いた印象
のベージュと茶系とし、圧迫感の軽減や清潔感の向上に配慮した色彩となっている。このことから、
施設の存在による景観への影響は低減されているものと評価する。 
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第 9 章 委託を受けた者の氏名及び住所 

環境影響評価後の事後調査に係る業務の委託先は、以下のとおりである。 

   名   称：株式会社 エイト日本技術開発 四国支社 

   代表者氏名：支社長 鈴木 誠 

   所 在 地：愛媛県松山市空港通二丁目 9 番 29 号 

   ［業務担当者連絡先］ 

株式会社エイト日本技術開発  都市環境・資源・マネジメント事業部 

中国支社 都市環境グループ 

〒700-8617 岡山市北区津島京町 3 丁目 1-21 

TEL：086-252-8957（直通）   FAX：086-252-8919（直通） 

担当者：進藤 俊則 
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